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 凡例 
 1　災害対策法令一覧表の各法令には配列の順番を示す番号をつけ，題目のあとに発布年月日と法令番号を括弧に
入れて示した。発布年月日に干支が付記されている明治 5 年までは太陰暦の日付であり，この部分については
ポイントを落として別括弧のなかに発布年月日の太陽暦表示を入れた。尚慶応から明治への改元は 1868年 10月
23日（明治元年 9 月 8 日）であるが，1868年の法令の発布年月日は改元以前の分も含めてすべて〈明治元戊
辰年○月○日〉と表記した（これは『法令全書』の目録の記載に従ったものである）。これにともない注解の地
の文においても，改元以前の日付の記載についてそれを慶応 4 年○月○日とはせず，明治元年の表記を用いて
いる。 
 2　法令の題目にはゴチック体を用いた。ポイントも大きくしてある。 
 3　法令の題目あとの日付はアラビア数字で表記した。ただし法令の本文を始め，題目あとの日付以外のものについ
ては漢数字のままとした。註の引用文中の漢数字については，文脈によりアラビア数字に直したところがある。 
 4　法令の収録に際しては，横書きにしたことを除いて，できるかぎり原本の形式を残すように努めた。しかし，若
干の加工を施したところもある。たとえば，見やすくするためにポイントを上げたり，ゴチック体を用いたりし
たところがある。 
 5　法令の原文で割注など小さい活字が用いてあるものについては，原則として，ポイントを落とした。また，原文
において小さい活字の並列表記になっているところは，それを表わすために／を用いた。 
 6　注解および注における諸資料からの引用文中［　］内は筆者による補記である。 
 7　注解および注のなかでまとまった分量の文章を引用する際，その部分を括弧に入れた場合もあるが，引用箇所を
1 字分ないし 2 字分下げることでこれを示すのを通例とした。 
 8　注記文献の書誌については，初出箇所に完全なものを載せ，以後は適宜略記した。 
 9　外国人の人名のあとのアルファベット表記は，初出箇所にのみ付した。 
 10　漢字の字体表記は新字体を基本とした。欠画は通常表記に，俗字，同字は正字に直してある（ただし固有名詞に
おいて一部例外がある）。仮名についても，変体仮名は平仮名に，合字は通常表記に直した。 
 11　下線および傍点は，とくに注意書きがない限り，筆者による。 
 12　凡例に書き切れない指示・説明は当該箇所に注記した。 
 13　注に記した文献のほかに，以下のものを適宜参照した。『政治学事典』（平凡社，1954年 5 月），日本史籍協会（編）
『百官履歴　一』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1927年 10月），日本史籍協会（編）『百
官履歴　二』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1928年 2 月），内閣記録局（編）『明治
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職官沿革表　職官部』（国書刊行会，1974年 5 月，複製版，原版の刊行は 1886年），内閣記録局（編）『明治職
官沿革表　官廨部』（国書刊行会，1974年 6 月，複製版，原版の刊行は 1886年），国史大辞典編集委員会（編）『国
史大辞典』（全 15巻）（吉川弘文館，1979年 3 月―1997年 4 月），日本歴史学会（編）『明治維新人名辞典』（吉
川弘文館，1981年 9 月），大久保利謙（監修）『明治大正日本国勢沿革資料総覧』（全 4 巻）（柏書房，1983年
10月），岩波書店編集部（編）『近代日本総合年表』（第二版）（岩波書店，1984年 5 月），木村礎・藤野保・村
上直（編）『藩史大事典』（全 8 巻）（雄山閣出版，1988年 7 月―1990年 6 月），『日本史大事典』（全 7 巻）（平
凡社，1992年 11月―1994年 5 月）。 
 災害対策法令一覧表（発布順） 
 ※本資料は，1868年から 1885年までの期間について，『法令全書』から災害対策に関係する法令（以下，災害対策法令）
をすべて抜き出し，法令の発布順に配列して註を付したものである。本資料を編むことを通じて筆者は，明治前期
における災害対策法令の網羅的な把握をなすことを意図している。本資料の体裁ほか詳しくは，「明治前期の災害
対策法令」（南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 10号，2015年 6月）の「まえがき」を参照のこと。
「明治前期の災害対策法令」（その 1）から（その 4）まで（1868年分 34件，1869年 8月までの分 25件を収録）は，
南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 10号から第 13号（2015年 6月～ 2017年 1月）に掲載されてい
る。それを大幅に改稿し，さらに 1869年 9月から 1870年 12月までの分 52件を加えたものが，井上洋『明治前期
の災害対策法令』（仮題）（論創社，近刊）である。1870年 12月より前の災害対策法令については，こちらを参看
されたい。また，本稿がそれに続くところの「明治前期の災害対策法令（第 2輯）」の（その 1）は，南山大学『ア
カデミア（人文・自然科学編）』，第 14号（2017年 6月刊）に掲載されている。ここには 1870年 1月から 3月に
かけて発布された災害対策関係の法令が 5件収められている。 
 ※配列は基本的に発布年月日順である。発布日の記載がなく，月にとどまるものは，その月の晦日の次に配列した（た
だし番号により前後が確定できる場合には番号のならびによった）。 
 ※『法令全書』においては独立した別々の法令として掲載されているものでも，一連の関連した法令として表示した
方が便宜な場合は，ひとつの番号の下にまとめ，a，b，cとアルファベットを振った。 
 ※発布年月日の太陽暦表示のあとに付された頁数は『法令全書』の所載箇所を示す。 
 ※以下の一覧表は今回掲載分のものである。 
 【1871 年】（明治 3年 11月 11日から明治 4年 11月 20日まで） 
 6．「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年 2月 22日，太政官第 88）（4月 11日）（90 ― 92頁）【災害予防】
　【災害応急対応への備え】【災害復旧】 
 【注解】 
 6．「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年 2月 22日，太政官第 88） 
 第六百三十一 ※1 ヲ以テ廃止 
 　　　　　　二月二十二日（布）　　　　　　　　　　　　　　府 藩 県へ 
 今般治水ノ規程改正ノ為メ土木司中ニ検査掛ヲ置キ諸国全川ヲ分部シ掛リ官員常ニ分隷ノ川筋ヲ巡
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視シ地方官ト力ヲ戮セ治水ノ方法実地点検候条府藩県ニ於テ自今水理関渉ノ事件ハ勿論別紙条目ノ
件々総テ土木司ト合議シ可否ヲ極メ可申立猶細目ノ儀ハ民部省ヘ可承合事 
 ※ 1　「水理堤防条目ヲ改定ス」（明治 4辛未年 12月 2日，太政官第 631）。 
 （別紙） 
 　　　　第一条 
 一川筋紛乱ナキタメ千間毎ニ堤外ヘ定杭ヲ建一面ニハ水量ノ尺度ヲ記シ一面ニハ番号ヲ記シ川敷幾
丁幾間ト記スヘシ又堤内百間毎ニ小杭ヲ打番号ヲ記シ堤ナキ所ハ川ト山トノ分界ヲ正シ川敷ヲ定
ムヘキ事 
 但在来ノ水量杭ハ廃止スヘキ事 
 　　　　第二条 
 一前条諸川境界ヲ定メ境内水行ヲ妨ルノ類ハ取払ヒ租税免除ノ場所ハ伺ノ上可取計且自儘ニ掻上土
手等ヲ築立候儀厳禁タルヘキ事 
 　　　　第三条 
 一堤上堤外ノ竹木堤ノ根堅メニ相成ヘキ分ハ存シ其余ハ三月ヲ限リ伐払ヘク蘆葦川柳ノ類ハ六月ヲ
限リ同断ノ事 
 但川ノ広狭ニヨリ堤外五間或ハ三間ヲ堤脚ト定メ堤脚ニ有之竹柳ハ存スヘク凡竹ハ六尺上ヨリ
伐払ヒ柳ハ三年毎ニ土際ヨリ伐払堤ノ固又水刎ノ用ニ供スヘキ事 
 　　　　第四条 
 一堤防修築ニ用ユル諸色直段ノ儀関東其外総テ仕来ニ拘ラス其所平均直段ニ改メ物価ノ高下ニヨリ
二年或ハ三年ニシテ改制スヘキ事 
 　　　　第五条 
 一諸川水路要衝ノ地ニ簾ヲ張リ又ハ樹枝ヲ埋ムルノ類大ニ水行ヲ妨ル条自今一切厳禁ノ事 
 　　　　第六条 
 一隄腹侵墾シ官道ヲ縮耕スルノ類最厳禁タリ自今其管轄庁ニ於テ取締致スヘキ事 
 　　　　第七条 
 一自普請ヲ以テ縦マヽニ隄防ヲナシ水勢ヲ激シ前岸上下ノ害ヲナスモノ少ナカラス自今自普請タリ
トモ水刎土出ノ類ハ一応土木司申談施行スヘキ事 
 　　　　第八条 
 一隄防締役ヲ其最寄郷村ヨリ抜擢シ凡二里或ハ三里ヲ一人ノ持トシ榜示ヲ建テ境界ヲ定メ規則ヲ守
リ平日水行ヲ点検セシムヘキ事 
 　　　　第九条 
 一普請土取石取坪掛リ人足ノ儀仕来ニ拘ラス丁数ニヨリ定則ヲ以テ積リ立目論見帳ヘ丁数遠近ヲ書
載可申事 
 【注解 1】明治 4年 2月 22日，民部省と大蔵省は合議のうえ，明治 3年 11月に民部省土木司が建
明した「水利堤防ノ方策」を太政官に開稟した。この民部大蔵両省からの稟申を受けて太政官が府
藩県宛に布告したのが本件「治水条目ヲ定ム」である ※2 。明治 3年 11月の治水に関する土木司の
建策は，「治水策要領」（全 14項）と「治水費用ヲ区定スルノ議」から「地形，水勢ヲ審知スルノ議」
に至る全 6本の建議とからなり，治水事務全体を網羅する詳細なものであった ※3 。本件をもって発
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布された「治水条目」 ※4 は，民部省土木司によるこれら一連の総合的体系的な治水政策立定の試み
のひとつの区切りに位置づけられるものである。そこで，まず，明治 3年 11月以降の，民部省土
木司の，総合的体系的な治水政策立定の試み ※5 に触れ，しかるのちに「治水条目」の逐条的検討
を行なうこととしたい。 
 ※ 2　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』（所収，大内兵衛・土屋喬雄（編）『明治前期財政経済史料集成　
第二巻』，原書房，1978年 12月，復刻版，原版の史料集成改造社版は 1932年 6月刊），132頁。 
 ※ 3　同上，132 ― 138頁。 
 ※ 4　大蔵省沿革志』では，「治水法規」と記されている。 
 ※ 5　ここでは，「治水策要領」と「治水費用ヲ区定スルノ議」から「地形，水勢ヲ審知スルノ議」に至る全 6本
の建議のほか，安永又吉土木正による「土木工作ニ関スル事宜」についての民部省への建議（明治 3年 11月
27日）も取り上げる。明治 3年暮れから同 4年初めにかけては，治水政策立定へ向けて活発な動きがあった
時期である。この動きには，直上に挙げたもののほかにも，明治 3年 11月の木津川流域の土砂留工事調査と，
それにもとづく「山々開拓ニ付土砂ノ溢漏ヲ防キ其他兀山及川添山々等樹木下草伐採方ヲ定ム」（明治 4辛未
年正月，民部省第 2）の発出があった（この件前述）。 
 【注解 2】繰り返しになるが，明治 3年 11月の治水に関する土木司の建策は，「治水策要領」と，6
本の建議（「治水費用ヲ区定スルノ議」，「地勢水理ヲ経画スルノ議」，「土木工事ヲ挙行スルノ議」，
「検査官員ヲ設置スルノ議」，「看守職員ヲ設置スルノ議」，「地形，水勢ヲ審知スルノ議」）とからなっ
ている。「治水策要領」は土木司が考える治水策を体系的に提示したものである。一方，6本の建議は，
土木司が建言した治水策（「治水策要領」）の各部分を微に入り細を穿って説明もしくは補足するも
のである。以下では，「治水策要領」と 6つの建議を順に取り上げ，それぞれについて全文を掲げ
たうえで解説を加える ※6 。 
 ※ 6　その前に土木司の建策の前文を掲げておく。それは次のようなものである。 
 土木司建策ニ曰ク，治水ハ民政ノ大業ニシテ且ツ最モ至難ナルカ故ニ決シテ軽易ニ挙行ス可キニ非ス，故
ニ本年［明治三年］二月先ツ目下緩過ス可カラサル事項ヲ建議シ之ヲ各地方官ニ申達セリ，爾来姑ク旧慣
ニ仍テ料理シ其ノ工事ヲ挙行スル毎トニ具状稟候セシム，然レトモ尚ホ允当ヲ得サル者極メテ多シ，因テ
更ニ実際ニ施為スル順序ヲ論定シテ左項ニ詳具ス， 三年十一月失日。 （大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上
巻）』，132頁。下線はポイントが落ちた部分であることを示す。） 
 　土木司の建策の前文では，冒頭，「治水ハ民政ノ大業」と治水事務の重要性が語られ，またそれの計画的
な実施の必要性が確認されている（「［治水ハ］最モ至難ナルカ故ニ決シテ軽易ニ挙行ス可キニ非ス」）。その
うえで，前文は，過日「堤防等目下難閣廉々措置ヲ定ム」（明治 3庚午年正月，第 69）を発出して治水事務
に関し当面看過すべからざる諸事項について各地方官に指示を行なったが尚允当を得ない工事事案が多いと
問題状況を指摘する。そして，その問題状況を改善するためにここに水利堤防工事を「実際ニ施為スル順序」
を論定する，と本建策の意図を述べる。治水事務の重要性に鑑み，旧慣に依拠する暫定的な規則ではなく，
体系的・網羅的な定則を立てるという土木司の立場が表明されているのである。 
 　ところで，土木司の建策では，「本年二月
0 0
先ツ目下緩過ス可カラサル事項ヲ建議シ之ヲ各地方官ニ申達セリ」
と記されているが，該当する申達である「堤防等目下難閣廉々措置ヲ定ム」（「府藩県ヲシテ堤防ヲ修理セシ
ムル方規」）が出されたのは明治 3年正月
0 0
である。 
 2．最初に取り上げるのは「治水策要領」である。少々長いが全文を掲げる ※7 。 
 　　　 治水策要領 
 第一 ，土木司大少佑，大少令史ノ二三員ヲ一伍ト為シ地方官ト倶ニ堤防ヲ修繕ス可キ場所ヲ巡
視シ，河川，畎䰵，道路，橋梁等従前ノ例習ニ拘ラスシテ其ノ細大ヲ区別シ，官費ノ修繕ニ属
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スル者ト雖モ細渠小橋等ノ修繕ハ総テ地方官ニ専委シ，長河大川及ヒ管轄交錯ノ場所ハ土木司
之ヲ管掌シ，其ノ工程ヲ記載シテ民部省ト土木司ト地方官ト之ニ検印シ，一通ヲ地方官ニ付与
シ，一通ヲ民部省ニ留存シ以テ永年ノ憑拠ト為ス，凡ソ大小ノ修繕共ニ毎歳十月ヲ期シ地方官
査点シテ民部省ニ稟明シ，其ノ地方官ノ権内ニ属スル者ハ地方官ニ専委シテ処分セシメ，土木
司ノ管掌ニ属スル者ハ土木司属僚ヲ発遣シテ処分セシム，若シ夫レ堤防ノ不時ニ決潰セル者ハ
其ノ細大ヲ論セス地方官常備金ヲ以テ之ヲ修治シ，而ル後ニ民部省ニ具報ス。 第二 ，土木司中
ニ検査掛ヲ置キ，河川沿岸ノ処所ヲ部分シ二十里若クハ三十里ヲ以テ検査掛一員ノ担当部分ト
為シ，常ニ其ノ水路ヲ巡視シ地方官ト協力シテ成規 ※8 ヲ履行セシム。 第三 ，堤防ヲ修理スル
慣例ニ於テ各村里ヲ糾合シ石額毎一百石ニ丁夫五十人ヲ課当シ之ヲ村役人足ト称ス，又タ別ニ
五十人ヲ科発シテ之ヲ扶持米人足ト称シ毎人ニ一日糧米七合五勺ヲ支付シ，其ノ他ノ丁夫ハ賃
米人足ト称シ毎人ニ一日賃米一升七合ヲ支付スル有ルモ，今後此ノ派課法ヲ廃シテ総テ賃米ヲ
支給シ且ツ毎歳工事ノ有無ニ関セス石額毎一百石ニ丁夫七十五人ヲ科発シ，実際ノ緩急ヲ計
リテ之ヲ水路ノ疏浚堤防ノ修繕等ニ使役セン，独リ甲斐国ノ如キハ其ノ徭課ノ慣法悉ク他ノ
国郡ニ異ナル有ルヲ以テ，郡中割高ト称スル慣法ヲ沿用シテ平年ノ徭課ニ供セシム可ク， 甲斐
国巨摩，山梨，八代三郡ノ石額ノ計内一十三万四千六百石許ハ郡中割高ト称シ毎一百石ニ金二両一分ヲ課徴シ，
四万三千一百八十石許ハ民費修繕ニ部属セシメ，其ノ他ノ石額ニハ一切ニ治水ノ徭課ヲ賦当セス，而シテ丁夫
ハ毎人ニ米七合五勺，永一十七文四分ヲ支給スルノ慣例ト為ス， 他ハ凡ソ田毛十分ノ五ヨリ以上ノ凶荒
ニ係ラハ其歳ノ徭課ヲ免除ス。 第四 ，供用木材ノ長サ九尺ニシテ杪末ノ円径二寸以内ノ者及ヒ
藁索稈苞等ヲ村民ニ課取スル慣例ハ今後之ヲ廃止シ総テ時価ニ準算シテ買収ス可シ，又タ各河
川ノ堤上ニ廠屋ヲ架設シ，治水ニ要用スル物料ヲ各村里ノ石額ニ課取シ毎歳新陳換易シテ廠屋
内ニ蔵貯シ以テ修繕ノ準備ヲ為シ，水害無キ歳ニハ之ヲ用ヒテ堤防ヲ増築ス。 第五 ，関東八国
其ノ他ノ国県凡ソ治水ニ要用スル物料ノ価直ハ従前ノ例規ニ拘ラスシテ時価ニ均算シ，物価ノ
昂低ニ応シテ毎二年若クハ毎三年ニ改定ス。 第六 ，丁夫ノ賃米ハ壮丁ト雖モ一人一日ニ一升七
合ヲ支付セハ則チ優ニ贍給セン，故ニ旧慣ニ沿リ一人一日ニ米一升七合ヲ以テ賃直ノ定額ト為
シ，工事ノ挙行ヲ稟准スル前月ニ於ル其ノ地方ノ米価ヲ均算シ価金ヲ以テ之ニ支付ス。 第七 ，
捕魚ノ為メニ簗 ヲ設ケ為メニ水行ヲ阻碍スルヲ厳禁ス。若シ違犯スル有レハ地方官之ヲ責罰
ス。 第八 ，堤上ニ栽植セル樹木ハ其ノ枝葉ノ繁茂シテ水行ヲ阻碍シ，或ハ大風ニ遭フテ根柢ノ
揺撼シ若クハ顚仆シテ堤防ヲ潰崩スルノ患ヒ有リ，故ニ今後ハ堤脚ヲ牢結ス可キ水楊細竹ノ類
ノミヲ留存シ，或ハ新ニ栽培シ，其ノ他ハ土木司ト地方官ト商議シテ便宜ニ剪伐ス。 第九 ，堤
内 ※9 ニ田圃ヲ開キ若クハ屋舎ヲ造ル者ハ検覈ヲ経テ，水行ヲ阻碍スル有ラハ速ニ其ノ田圃若
クハ屋舎ヲ撤去セシメ，而シテ其ノ賦租ヲ䣈除ス，又タ溝䰵ヲ疏浚セル泥砂ヲ以テ恣マニ土壩
ヲ堆築スル如キハ厳ニ之ヲ禁止ス。 第十 ，田圃ヲ懇
ママ
闢シテ為メニ堤腹ヲ侵蝕シ，或ハ耕地ヲ拆
広シテ為メニ官道ヲ䌒削スルノ類ハ厳ニ之ヲ申禁シ，地方官常ニ之ヲ提警ス可シ，但タ堤外ノ
一歩積ハ通シテ其ノ賦租ヲ䣈除ス。 第十一 ，自費ヲ以テ恣マニ堤防ヲ堆築シ，為メニ水勢ヲ衝
激シテ対岸及ヒ上下流沿岸ノ患害ヲ為ス者間マ多シ，今後ハ自費ヲ以テスルモ水柵等ヲ樹ルニ
ハ土木司ニ申明シ，而ル後ニ就工セシム。 第十二 ，沿岸村里ノ居民幾名ヲ選択シテ堤防ノ看守
員ト為シ之ヲ地方官ニ隷シ，二里程若クハ三里程ヲ以テ一員ノ担当部分ト為シ，標榜ヲ樹テ分
界ヲ画リ，法則ニ遵フテ常ニ水路ヲ按検シ実地ノ景況ヲ詳記シテ月次ニ土木司検査掛ニ申報セ
シメ，検査掛ハ地方官ニ転送シ，地方官ハ之ヲ村里ニ告示ス，看守員ノ俸額ハ日後之ヲ限定ス
可キモ仮ニ米二石ヨリ四石マテヲ度ト為シ歳俸ニ充テ支給ス。 第十三 ，土木ノ工事ヲ興スニ際
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シ土取，石取，坪掛 土取トハ泥土ヲ搬運スルヲ言ヒ，石取トハ石礫ヲ搬運スルヲ言ヒ，坪掛トハ堤防ノ一歩
積面ニ丁夫幾人ヲ派当スルヲ言フ 等ノ丁夫ノ員数ハ慣例ニ拘ハラスシテ堤防ノ歩数ニ応シ定則ニ照
シテ之ヲ課当シ，工程予図簿ニ其ノ歩数ヲ明記セシム。 第十四 ，灌漑ノ用水ヲ分導スル工事ニ
シテ管轄交錯シ甲乙地方官ノ専決スルニ難キ者ハ土木司之ヲ処分ス。
 ※ 7　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，132 ― 134頁。尚，活字のポイントを落として下線を引いたとこ
ろは，原文では割注である。この点，『大蔵省沿革志』からの引用に付き，以下も同様である。尚，番号部分
は見やすいように太字ゴチックにした。 
 ※ 8　この成規が本件「治水条目」である。「検査官員ヲ設置スルノ議」（後掲）を見ると，「治水条目」は検査掛
がその職務遂行に当たって依拠すべき準則の位置づけをもつものであったことがわかる（同上，137頁，参照）。 
 ※ 9　堤内（地），堤外（地）の意味であるが，前者は堤防で守られた集落側の土地，後者は堤防より河道側の土
地を指す。「治水策要領」第 9項のこの箇所は内容的には「地勢水理ヲ経画スルノ議」第 4項に対応するから，
問題とされているのは流作地（洲地）である。ここは“堤外”となるべきところである。 
 2 ― 2．次に「治水策要領」（全 14項）を逐条的に解説する。 
　第 1項は，全国各河川について，治水の方針（ここでは主に堤防工事の方針）の作成方法と，工
事の実施手続きとを定める。この第 1項は大きく前半後半のふたつに分かれ，前半では治水方針の
作成の方法が，後半では工事の実施手続きが毎年定期的に行なわれる修繕工事と不時の決潰に当
たって行なわれる応急の復旧工事とそれぞれについて規定されている。前半を詳しく見ると，この
部分は，全国の河川の治水方針をそのそれぞれについて作成する必要があることを前提にしたうえ
でその作成の仕方を定めたものであることがわかる。その作成の方式は次のように整理される。①
土木司の大少佑，大少令史が 2，3名一組となって地方官とともに各地方の堤防の要修繕箇所を巡
視し，旧慣にとらわれずに工事の細大を区別する。工事の細大を区別したら，②細渠小橋等の修繕
はすべて地方官に専委する（小河川，小規模の修繕箇所については専ら地方官により治水方針／工
事方針が作成される）。③「長河大川及ヒ管轄交錯ノ場所」についてはこれを土木司の管轄として
土木司が工事方針（「工程」）を作成し（土木司による治水方針／工事方針の作成），その方針は書
面（工事計画書／工程予図帳）にしつらえられ（二通作成），民部省，土木司，地方官三者検印のうえ，
一通を地方官が，もう一通は民部省が留存する（土木司が作成した治水方針／工事計画の，地方官，
民部省による確認）。すなわち，全国各河川の治水方針の作成に関して地方官と土木司の管轄を分
け（地方官は細渠小橋等の修繕を担当し，土木司は「長河大川及ヒ管轄交錯ノ場所」を担当する），
そのそれぞれについて作成（および確認）の手続きを定めたのである。第 1項後半は，毎年農閑期
に定期的に行なわれる修繕工事と，不時の決潰に当たって行なわれる応急の復旧工事と，それぞれ
について工事の実施手続きを定める。毎年農閑期に定期的に行なわれる修繕工事の実施手続きは，
①毎年 10月を期限に，当該農閑期に工事を行なうべき箇所について，地方官が調査のうえ民部省
に伺いを提出する，②民部省は地方官からの伺いを検討し，しかるべきものについて工事実施の許
可を与える，③許可されたもののうち，地方官の管轄に属する案件は地方官にその工事実施を委ね，
土木司が管掌するものについては土木司が官員を派遣して工事実施に当たる，というものである。
不時の堤防決潰に当たって行なわれる応急の復旧工事は，「其ノ細大ヲ論セス地方官常備金ヲ以テ
之ヲ修治シ，而ル後ニ民部省ニ具報ス」とされた ※10 ※11 ※12 。
 　第 2項は，日常的な河川の巡視業務（日常的な河川管理の実施方）について規定する。この日常
的な河川巡視業務を担当する職員として，土木司中に検査掛を置くとしている ※13 。すなわち，河
川の沿岸を区分して 20里もしくは 30里をもって検査掛 1員の担当区間とし，これをして河川巡視
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に当たらしめる，検査掛は，その職務遂行に際し「治水条目」を準則とし，地方官と協力してこれ
の履行に任ずる，とされた ※14 。尚，「治水策要領」第 2項には，「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年
2月 22日，太政官第 88）の布告本文がほぼ対応する ※15 。 
 　第 3項は，前半で，水路の疏浚，堤防の修繕等治水工事に当たる人足の科発の仕法について定め
る ※16 。それは，これまでの慣例にもとづく人足の派課法を廃止する ※17 ，今後は石額 100石に付き
丁夫 75人を科発し，水路の疏浚や堤防の修繕等に当たらせる，この人足にはすべて賃米を支給す
るという内容のものである。また，後半では，凶荒時の徭課の免除を規定する。第 4項は，堤防修
築工事に用いる資材（木材や藁縄など）や「治水ニ要用スル物料」の調達方法，保管庫の設置（堤
上）とそこへの治水用資材の備蓄について定める ※18 。木材や藁縄などの工事用資材は村里から課
取する慣例を廃止し今後は時価で買収するものとすること，また「治水ニ要用スル物料」は各村里
の石高に応じて割り当てて供出させ堤上に保管庫を設置してこれらを備蓄すること ※19 ，水害のな
かった年には備蓄してある治水用資材を用いて堤防を増築することなどが謳われた。第 5項は，「治
水ニ要用スル物料」を買収する際の価格の決め方（買い取り価格の設定方）について規定する ※20 。
これまでの例規に拘らず時価に対応する買い取り価格を定めそれをもって買い取る，買い取り価格
は物価の上がり下がりを勘案して 2，3年ごとに改定するというものである。第 6項は，人足に支
給する賃米の量と，それを貨幣で渡す際の定額（米価）の算定の仕方について，定める ※21 。支給
する賃米の量は旧慣どおり「一人一日ニ一升七合」，それを工事の実施伺を民部省に提出する前月
におけるその地方の米価に置き換え貨幣で支給するとされている。 
 　第 7項からは河川警察的な規定が並ぶ。第 7項は，魚を捕るために簗や （えり） ※22 などを設置
し水行を妨げることを厳しく禁じる規定である ※23 。違犯があれば地方官がこれを責罰するとして
いる。第 8項は，堤上に生えている樹木の処置方を定める ※24 。その処置方とは，一般に堤上に生
えている樹木は葉や枝が繁茂して水行の妨げになったり，大風に揺れて堤防を毀すもとになったり
するので，土木司と地方官が相談のうえで剪伐する，ただし水楊や細竹の類は堤脚の牢結に資する
からこれらは残す，水楊や細竹の類がないところでは根固めのためにこれらを新たに植えつけると
いうものである。水楊や細竹の類を留存もしくは新規に植えつけるというのは，一種の水害防備林
を育成するという発想である ※25 。第 9項は，まず前半では，流作地（洲地）の開墾や同地への家
屋の建造の処置方について定める。すなわち，堤防より河道側の流作地（洲地）に田圃を開いたり，
家屋を立てたりすることは，水行の妨げになる恐れがある，それゆえ検査のうえで水行を阻碍する
と認められたときにはこれを撤去させ，その租税は䣈除するとする。後半では，河川の浚渫の際に
出た泥砂をもって無許可で土手や堰をつくることの禁止を定める ※26 。第 10項は，堤腹侵墾の禁止
を定める ※27 。第 11項は，自普請による「水刎土出ノ類」（水制）の設置に付き，土木司への事前
の届け出を義務づける ※28 。以上第 7項からここまでの計 5項は河川警察的な規定である。 
 　第 12項は，日常的に河川巡視事務に当たる堤防看守員の任命，堤防看守員が行なう河川巡視事
務の内容とその報告の処理手続きなどを定める ※29 。「治水策要領」はその第 2項において日常的な
河川巡視事務を担当する職員として土木司中に検査掛を置くとしたが，検査掛を設置しても尚これ
とは別に治水事務における「細瑣ノ事務ヲ掌理スル者」が必要であるとしてここに堤防看守員（看
守職員）の設置を謳った ※30 。堤防看守員は沿岸の居民のなかから選抜してこれに任命し，地方官
の隷下に置かれるとされる。堤防看守員は 2里もしくは 3里を担当区間として受け持ち，標榜を立
てて河川の分界を限り，水路を按検して河川の状況を詳記した報告書を作成しそれを土木司検査掛
に提出するとされている。本項はさらに，堤防看守員が土木司検査掛に提出した報告書の取り扱い
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についても定める。すなわち，報告書を受け取った土木司検査掛は地方官にこれを転送し，報告書
の内容は地方官から村里に告示されるというのである。第 12項は第 2項と組になって，日常的な
河川管理行政の担当職員とその事務手続きについて規定するものである。 
 　第 13項は，工事人足の必要数の見積り方を定める ※31 。土取（土砂運搬），石取（石礫運搬），坪
掛の各人足とも，旧慣にかかわりなく，「堤防ノ歩数」に応じて定則に従い計算し，工程予図簿（目
論見帳）にその員数を記載するとしている。第 13項は，第 3項などと同じく，工事実施にかかわ
る細則を規定するものである。 
 　最後に第 14項であるが，これは灌漑用水の分導工事で管轄が交錯しているため甲乙地方官が専
決することができないような案件の処理方を定めるもので ※32 ，このような案件は土木司が処分す
るとする。 
 ※ 10　「治水策要領」第 1項後半の堤防の修繕工事の実施手続きを述べた部分は，内容的には既定の方針の確認で
ある。堤防修繕工事の実施手続きに関する既定の方針については，参照，「民部省規則」第 7条，「府県奉職規則」
第 6条，「県官人員並常備金規則」，「府県常備金規則説明」，「堤防等目下難閣廉々措置ヲ定ム」第 1条，第 2条。
尚，当時（明治 4年正月時点）の堤防工事／河川工事の実施手続きについて，「租税並ニ出納勘定仕上規則改正」
（明治 4辛未年正月 13日，太政官第 17）の項（前掲）においてまとめを試みた。こちらも参照されたい。 
 ※ 11　第 1項で注目されるのは，土木司の官員（大少佑，大少令史）が地方官とともに堤防修繕を必要とする箇所
を廻り，その視察にもとづいて工事方針の作成（工事方針作成責任の振り分け）が行なわれる，としたことで
ある。これは工事方針の作成の出発点に土木司官員の巡視を置いたことを意味している。さらにもうひとつ注
目されるのは，不時の破堤の修復工事の場合を除いて，工事実施には「大小ノ修繕共」すべてについて民部省
の許可を必要とするという仕組みが示されていることである。「治水策要領」第 1項で提案されたこのような
枠組みのなかには，土木司の目の届かないところでの地方官専断による工事の実施を廃絶し，すべての河川工
事を土木司が一元的に統制する体制をつくろうとする強い姿勢が見られる。「治水策要領」は明らかに，当時
の政府が推し進めていた集権化政策の一翼を担うものとしてあったのである。 
 ※ 12　ところで，「治水条目」中には「治水策要領」第 1項に対応する部分がない。「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛
未年 2月 22日，太政官第 88）の本文中にもない。これは，「治水条目」の性格を理解するうえで重要なポイ
ントである。 
 ※ 13　本項で規定されている検査掛は，第 1項規定の「土木司大少佑，大少令史ノ二三員ヲ一伍ト為」し「地方官
ト倶ニ堤防ヲ修繕ス可キ場所ヲ巡視」する土木司巡視班とは別のものである。本項規定の検査掛は担当河川の
0 0 0 0 0
受け持ち区間に常駐
0 0 0 0 0 0 0 0 0
して日常的な河川観測および調査事務
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，さらには河川に関する違法行為の取り締まり事務
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
に当たる
0 0 0 0
ものである（この点については，後掲の「検査官員ヲ設置スルノ議」を参照せよ）。それに対して，
土木司巡視班は，中央から派遣されて「堤防ヲ修繕ス可キ場所」を巡視し，工事場所の細大を区別し，工事方
針作成に当たっての土木司と地方官との管轄の区分を明らかにする役割を担うものである（この仕事は工事方
針作成事務の出発点に位置づけられる）。前者は日常的な河川行政の実施担当官であり，後者は工事方針作成
過程に関与する中央職員である。 
 ※ 14　本項の ※ 8 を参照せよ。 
※ 15　「治水条目ヲ定ム」の布告本文には，検査掛の設置に付き，「今般治水ノ規程改正ノ為メ土木司中ニ検査掛ヲ
置キ諸国全川ヲ分部シ掛リ官員常ニ分隷ノ川筋ヲ巡視シ地方官ト力ヲ戮セ治水ノ方法実地点検候」と書かれて
いる。「治水条目ヲ定ム」の布告本文は，実質的には，検査掛の設置と，同掛の職務執行準則の発布を意味する。
 明治 3年 11月の土木司建策のなかの「検査官員ヲ設置スルノ議」を見ると，「治水条目」が，検査掛の職務執
行準則として同建議中に掲げられたものと，実質的に同じであることがわかる（大蔵省記録局（編）『大蔵省
沿革志（上巻）』，137頁，参照）。
 ※ 16　「治水策要領」第 3項も，第 1項と同様，「治水条目」中に対応する部分をもたない。 
 ※ 17　慣例にもとづく人足の派課法，すなわち，それは「各村里ヲ糾合シ石額毎一百石ニ丁夫五十人ヲ課当シ之ヲ
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村役人足ト称ス，又タ別ニ五十人ヲ科発シテ之ヲ扶持米人足ト称シ毎人ニ一日糧米七合五勺ヲ支付シ，其ノ他
ノ丁夫ハ賃米人足ト称シ毎人ニ一日賃米一升七合ヲ支付スル」というものであるが，明治初年はこの江戸時代
以来の慣例に依り人足の確保を図っていた。参照，「関東府県川々急破普請村役差出方及人足賃米相場ヲ定ム」
（明治 2己巳年 9月，第 953）の項（井上洋『明治前期の災害対策法令』（近刊）に収録）。『松戸市史』を見る
と明治 10年代までは慣例にもとづく人足の派課法が継続していたことがわかる。すなわち『松戸市史』には
下総国葛飾郡七右衛門新田に係る江戸川堤防補修記録が載っている（松戸市誌編さん委員会（編）『松戸市史　
下巻（一）　明治編』，松戸市役所，一九六四年五月，387 ― 388頁）が，その明治 13年 4月の欄には，御普請
出来形帳からとして，「江戸川通万之助地先長 25間米蔵地先長 26間堤減所長 51間此坪 22.3坪，万之助地先
同所下築長 25間此坪 12.5坪，合坪 34.8坪」の普請に対して人足を延べ 313人要したこと，その内訳は 122人
が居村（七右衛門新田）より，他は 8人が鰭ヶ崎村，106人が流山村，87人が木村よりの人足であったこと，
居村分につき 52人は村役人足，52人は御扶持人足，18人は賃米人足であったことが記されている（同上，
388頁）。ここに見られるのは慣例にもとづく人足の派課法である。 
 ※ 18　「治水策要領」第 4項もまた，「治水条目」中に対応する部分をもたない。 
 ※ 19　これはいわゆる水防倉庫の設置とそこへの堤防修築用資材の貯蔵の規定である。 
 ※ 20　「治水策要領」第 5項には，「治水条目」第 4条が対応する。 
 ※ 21　「治水策要領」第 6項も「治水条目」中に対応する部分をもたない。 
 ※ 22　 （えり）は水中に竹をつらねて魚を捕る器具である。 
 ※ 23　「治水策要領」第 7項には，「治水条目」第 5条が対応する。 
 ※ 24　「治水策要領」第 8項には，「治水条目」第 3条が対応する。 
 ※ 25　水害防備林とは，「河道周辺に設けられ，洪水時にその背後地を防禦し，水害被害を軽減する機能を有する
樹林帯，竹林帯をいう。」（松浦茂樹・山本晃一・浜口達男・本間久枝「水害防備林の変遷についての一研究」，
所収，土木学会日本土木史研究委員会（編）『第 8回日本土木史研究発表会論文集』，土木学会，1988年 6月，
193 ― 194頁）。水害防備林は，それが設置（植栽）あるいは保全されている場所（河道もしくは堤防との位置関係）
によって，堤塘林，護岸林，水除林に分類される（同上，194頁）。堤塘林は，土留林とも呼ばれ，「竹木の根
によって破堤を予防したり，堤防を覆った竹木によって越水による決壊を防ぐ」ために，堤防に植えられたも
のである。護岸林は，「高水敷の低水路沿いや無堤部の河岸沿いにある樹林帯，竹林帯」で，河岸の決壊を防
止する機能や林内へ土砂礫を堆積させる機能をもつ。水除林は，「霞堤の間や堤内地，高水敷の堤防前面等に
あり，洪水の流速を減衰させる機能と土砂礫を林内に堆積させる機能を有する」（同上）。 
 　水害防備林は，近世までは，乗越堤，霞堤と並ぶ有力な水害防禦手段とされ，その造成が各地で進められて
きた（以下，水害防備林整備の歴史についての叙述は，同上，195 ― 204頁を参照している）。明治に入ってからも，
水害防備林は，農地の保護のために，洪水の越流危険箇所の防備や堤防決壊の防止を意図して，その地の住民
の手で維持され，また造成され続けた。「1882（明治 15）年に森林法の草案が作成された時にも水防林の重要
性が認められ，水源涵養林・土砂扞止林と共に水害防備林の名称で，公益に重要な森林としての保存林に編入
されている。1897（明治 30）年発布の森林法では，水防林は“水害防備林”の名称で，12種類の保安林のひ
とつとして編入された」（同上，196 ― 197頁）。しかるに，明治末年に近代治水事業が始められると，水害防備
林の扱いに変化が生じた。近代治水事業は，「都市部，そして大きな平野部での築堤事業を中心に行われ，一
定の流量を氾濫原も含めた河道内に収めようとの考えを基本に進められ」た（同上，204頁）。そこでは，「河
道内の樹木は洪水疎通に支障があるかどうかとの観点から見られ」，築堤工事に差し支える樹木は伐採されて
いった。戦後，大水害が相次ぐなか，とくに 1950年代半ばに水害防備林への関心が高まり，総理府資源調査
会に拠った小出博や，上田弘一郎らによって，水害防備林の調査と研究が進められ，築堤中心の水害対策（近
代治水事業）を批判して水害防備林を再評価する意見が出された。しかし，明治に始まった近代治水事業は戦
後の高度経済成長期に長期計画の地位を確立し，その思想からはずれる水害防備林にはしだいに関心が向けら
れなくなってしまった。 
 　「治水策要領」第 8項，そしてこれに対応する「治水条目」第 3条が規定する水害防備林は，堤塘林である。
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それは，「治水策要領」第 8項が「今後ハ堤脚ヲ牢結ス可キ水楊細竹ノ類ノミヲ留存シ，或ハ新ニ栽培シ」と記し，
また「治水条目」第 3条が「堤上堤外ノ竹木堤ノ根堅メニ相成ヘキ分ハ存シ」，「但川ノ広狭ニヨリ堤外五間或
ハ三間ヲ堤脚ト定メ堤脚ニ有之竹柳ハ存スヘク凡竹ハ六尺上ヨリ伐払ヒ柳ハ三年毎ニ土際ヨリ伐払堤ノ固又水
刎ノ用ニ供スヘキ事」と規定していることから知られる。 
 ※ 26　「治水策要領」第 9項には，「治水条目」第 2条が対応する。 
 ※ 27　「治水策要領」第 10項には，「治水条目」第 6条が対応する。 
 ※ 28　「治水策要領」第 11項には，「治水条目」第 7条が対応する。 
 ※ 29　「治水策要領」第 12項には，「治水条目」第 8条が対応する。 
 ※ 30　堤防看守員の設置に関して詳しくは「看守職員ヲ設置スルノ議」（後掲）を参照のこと。 
 ※ 31　「治水策要領」第 13項には，「治水条目」第 9条が対応する。 
 ※ 32　「治水策要領」第 14項は「治水条目」中に対応する部分をもたない。 
 2 ― 3．「治水策要領」は，明治 3年 11月に民部省土木司が建明した「水利堤防ノ方策」の冒頭に置
かれた文書で，民部省土木司の総合的体系的な治水政策立定の試みを代表する位置に立つ。「治水
策要領」には「治水条目」中に対応する部分が見いだせる項目もあるが，すべてがそうだというわ
けではなく，とくにその骨格となる諸項は「治水条目」中に対応部分をもたない。 
 　全 14項からなる「治水策要領」は大きく分けて 3つの部分から成る。第一は，全国各河川につ
いて，治水方針（河川工事方針）の作成，確認　→　工事の実施　→　日常的な河川の巡視（観測
業務，河川管理）という治水に関する政策過程を示す部分である。第 1項，第 2項，第 12項，第
14項がこれに当たり，うち第 1項と第 14項が《治水方針（河川工事方針）の作成，確認　→　工
事の実施》に至る手続きを定め，第 2項と第 12項が日常的な河川の巡視業務についてその職員と
職務の内容を規定する。この部分が「治水策要領」の骨格をなすところのものである。第 1項と第
14項は「治水条目」中に対応する部分をもたない。第 2項と第 12項は対応する部分をもつ。第二
は，治水工事（堤防工事など）実施にかかわる細則を定める部分である。第 3項，第 4項，第 5項，
第 6項，第 13項がこれに当たる。水路の疏浚，堤防の修繕等治水工事に当たる人足の科発の仕法
（第 3項），堤防修築工事に用いる資材の調達方法（第 4項），「治水ニ要用スル物料」を買収する際
の価格の決め方（第 5項），工事人足の必要数の見積り方（第 13項）など，工事の実施に関して統
一的に取り決めておく必要のある実務上の諸事項が定められており，治水に関する政策過程の統一
性を実務的細目の面から支える役割を果たす。第 5項，第 13項のみ「治水条目」中に対応箇所を
見いだす。第三は，河川警察的な規定の部分である。第 7項，第 8項，第 9項，第 10項，第 11項
がこれに当たり，日常的河川巡視行政の職務執行準則の位置づけをもつ。第三部分の諸項はすべて
「治水条目」中に対応箇所をもつ。 
 　このように，「治水策要領」は，治水に関する政策過程をその流れに沿って示し，工事実施にか
かわる統一的な細則と日常的な河川巡視行政の執行のための準則を備えるという構えのものであ
り，治水政策に関する要領
0 0
を体系的に示した文書である。治水政策（「水利堤防ノ方策」）における
「名実綜覈ノ法」（安永又吉土木正）と評して差し支えない。 
 3．ここからは「治水策要領」に付された 6本の建議の検討に入る。まず取り上げるのは「治水費
用ヲ区定スルノ議」である。これは 6本の建議中筆頭に置かれているものである。以下に「治水費
用ヲ区定スルノ議」の全文を掲げる ※33 。 
 治水費用ヲ区定スルノ議 ニ曰ク，方今治水ノ急務ハ先ツ之カ経制ヲ立ルニ在リ，経制トハ何ソ
ヤ，其ノ工事ノ費用ノ官府ニ属スル者ト村民ニ属スル者トノ区別ヲ明ニシ，村里ヲ糾合シテ溝
洫ヲ修メ淤塞ヲ疏シ以テ予メ旱䰳ノ災害ニ備フルヲ云フ，然ルニ維新以来唯タ旧慣ニ是レ仍リ
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其ノ経制未タ定マラス，村民ハ巧ミニ官府ヲ欺罔シ，官府ハ強ヒテ村民ニ推䵠シ，其ノ費用ヲ
課スルヤ村里ニ保蔵スル古記録ヲ捜検シテ官費証書ノ有無ヲ問ヒ，若シ官費証書ノ存スル無キ
ハ概シテ民費ニ属セシム，故ニ藩県困弊シ人民疾苦ス，実ニ公平ヲ失スルノ甚シキ者ト謂フ可
シ，古昔溝洫ノ制ニ五者ノ別有リ，畎，遂，溝，洫，䰵即チ是ナリ，縦横布画シテ小ヨリ大ニ
及フ，其ノ大ナル者ハ官府修治シテ其ノ費用ヲ支給ス，之ヲ称シテ官普請ト云ヒ，其ノ中ナル
者ハ田地ヲ有スル村民ヲ糾合シテ費用ヲ供出セシメ官民共同シテ以テ修治ス，之ヲ称シテ組合
普請ト云ヒ，其ノ小ナル者ハ即チ畎，遂ニシテ俗ニ細溝ト云ヒ，村民ノ自費ヲ以テ修治ス，之
ヲ称シテ自普請ト云フ，然リ而シテ毎歳春間吏員ヲ差発シテ其ノ開通ヲ検督シ，或ハ臨時巡視
シテ之ヲ疏浚シ以テ水路ヲ壅塞セサラシム，是ヲ以テ衆溝ノ水其ノ帰スル所ヲ得テ決シテ漲溢
ノ患ヒ有ル無シ，之ヲ溝洫ノ制ト云フ，然ルニ旧幕府耐久ノ方策ヲ設ケス，平年無事ナレハ予
防ニ怠タリ，目前ノ費用ヲ吝ミテ異日ノ患ヲ顧ミス，一朝洪水驟ニ至リ，堤ヲ決シ壩ヲ崩シ，
田畝ヲ漂没シ禾稼ヲ沈䐭スルニ䋻ヒ，又タ僅ニ補理ヲ加フルニ止マル，故ニ随テ築ケハ随テ壊
レ，工費巨万ニシテ民力罄竭セリ，故ニ今マ此ノ弊習ヲ革洗シ水利ヲ開興セント欲セハ，即チ
先ツ治水ノ術ニ熟練セル者数十名ヲ揀抜シテ土木司ノ属僚ニ任シ，毎府県ニ各二三名ヲ派遣シ
府県ノ官吏ト倶ニ地方ヲ巡視シ，古昔溝洫ノ制ニ倣ヒ堤防橋梁等ノ工費ノ公私ヲ区別シ，簿冊
二本ヲ作リテ詳明ニ之ヲ登記シ，一通ヲ藩県ニ付与シ，一通ヲ民部省ニ留存シ，府県ヨリ堤防
橋梁等ノ修繕ヲ稟請スル有ルニ当リ此ノ帳簿ニ対照シテ其ノ可否ヲ決セハ，則チ照会応答ノ煩
労ヲ省キ偏重偏軽ノ弊害ヲ革メ，随テ人民ノ恩沢ヲ被ル実ニ浅少ナラサル可シ，而シテ後ニ洲
渚ヲ疏決シ堤防ヲ修築スル等ノ経画ヲ施為スルヲ要ス。 
 ※ 33　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，134頁。議案の表題部分は見やすいように太字ゴチックにした
（この点，以下同様）。 
 3 ― 2．「治水費用ヲ区定スルノ議」は，治水事務中目下の急務として工事費用の官民の負担区分の確
定を挙げ，その確定の仕方を提案するものである ※34 。 
 　明治政府は，元年秋から治水工事の実態調査を指示する（あるいは治水工事の実態調査を指示項
目に含む）種々の達を発し ※35 ，それらにより府県の堤防治水費額，普請箇所，官普請自普請の別
などを把握しようとしてきた。政府にとって治水工事費用の官民負担区分の現状把握とそれの更
定は，まずもって取り組まなければならない急ぎの，そして治水政策のあり方にかかわる大きな問
題であったのである。本議案中，「方今治水ノ急務ハ先ツ之カ経制ヲ立ルニ在リ，経制トハ何ソヤ，
其ノ工事ノ費用ノ官府ニ属スル者ト村民ニ属スル者トノ区別ヲ明ニシ，村里ヲ糾合シテ溝洫ヲ修メ
淤塞ヲ疏シ以テ予メ旱䰳ノ災害ニ備フルヲ云フ」（目下治水の急務は定制を立てる点にある，定制
とは何か，それは，その工事費用の官府に属するものと村民に属するものとの区別を明らかにし，
いくつもの村里の民を集めて河川や用水の修繕を行ない，淤塞を疏浚し，もってあらかじめ日照り
や洪水などに備えることをいう）の部分はこのことを指している。工事費用の官費民費の区分を明
定し，災害予防のための治水工事を実施する体制をつくる ― 「方今治水ノ急務」はここにあると
いうのであった。 
 　「然ルニ維新以来唯タ旧慣ニ是レ仍リ其ノ経制未タ定マラス」。達による実態調査と治水費用の区
定 ― それは「村里ニ保蔵スル古記録ヲ捜検シテ官費証書ノ有無ヲ問ヒ，若シ官費証書ノ存スル無
キハ概シテ民費ニ属セシム」というやり方で行なわれた ― は思うように進まず，府県の困弊と人
民の不信ばかりが募る状況であった。そこで，「古昔溝洫ノ制」に倣って治水費用を区定するとい
う方針を採用し，もって「弊習ヲ革洗シ水利ヲ開興セン」としたのが，本議案である。 
明治前期の災害対策法令（第 2輯）（その 2）136
 　具体的な提案は以下のようである。 
 ①治水の技術・知識に精通した者数十名を選抜して土木司の属僚に任ずる ※36 。 
 ②①で任用した土木司属僚を各府県に 2，3名ずつ派遣して，地方を巡視せしめる。 
 ③②の府県巡視のなかで土木司属僚をして堤防橋梁等の官費民費の負担区分を確定せしめる（その
際工費の公私区分の基準としては「古昔溝洫ノ制」を用いる ※37 ）。 
 ④堤防橋梁等の官民の負担区分が決められたら，それを詳細に記録した帳簿を 2冊つくり，そのう
ち 1冊は藩県に付与し，他の 1冊は民部省に留存する。 
 ⑤府県から堤防橋梁等の修繕の稟請が提出されたときには，④の帳簿に照らしてその可否を決する。 
 ⑥以上の手続きを経て工事“可”とされたものについて，洲渚の疏決や堤防の修築などを計画にも
とづいて実施する。 
 　これは土木司属僚の地方（河川工事箇所）巡視にもとづき治水工事費の官民区分を定め，それを
一種の河川工事台帳のような帳簿に登録し，これに依拠して府県からの工事申請の可否を決定し，
工事を実施せしめるという治水工事の許可と施行の手続きを構築しようとしたものである。民部省
土木司は旧幕府の弥縫的な治水政策を批判しつつ ※38 ，それに代わる「耐久ノ方策」としてこのよ
うな仕組みを打ち出したのである。 
 ※ 34　「治水条目」中に本議案に対応する部分はない。しかし，「治水条目」とは別に，明治 4年 2月 5日，民部
省と大蔵省は，土木司の議案（本議案とは別のものである）にもとづき，「堤防修繕ノ官費ニ属スル者ト民費
ニ属スル者トヲ区分スル方法ヲ仮定」している（大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，130 ― 131頁）。
この件について，詳しくは，後述する。尚，治水費用の区定については，「治水策要領」中にも対応する部分
が無い。明治 3年 11月の治水に関する土木司の建策のなかでは，本「治水費用ヲ区定スルノ議」は「治水策
要領」を補足する位置にあるものといえよう。 
 ※ 35　「関東諸県ヲシテ村鑑帳ヲ進致セシム」（明治元戊辰年 10月，第 858），「取箇帳䮒村方渡米金取調帳様式ヲ定ム」
（明治元戊辰年 12月 18日，第 1100），「定免切替伺其他租税取計及諸帳簿進致ノ方ヲ定ム」（明治元戊辰年 12
月 24日，第 1144），「郷帳大積明細帳村鑑帳等ヲ進致セシム」（明治 2己巳年 2月 23日，第 198），「府県及預
所アル諸藩ヲシテ平均租税額並諸費用等ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 4月 27日，第 398），「府県川々官普請
ノ箇所ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 8月 13日，第 731），「川々堤防等官普請自普請ノ区別ヲ録上セシム」（明
治 2己巳年 8月 13日，第 732）など（いずれも，井上洋『明治前期の災害対策法令』（近刊）に収録されている）。 
 ※ 36　これは「治水策要領」第 2項に規定する“検査掛”とは別のものである。「治水策要領」第 2項が土木司中
に置くとした“検査掛”は，「河川沿岸ノ処所ヲ部分シ二十里若クハ三十里ヲ以テ検査掛一員ノ担当部分ト為シ，
常ニ其ノ水路ヲ巡視シ地方官ト協力シテ成規ヲ履行セシム」という規程からもわかるように， 日常的に河川を
巡視し水量観測業務や河川管理業務に従事するいわば“地つき”の職員 である。これに対し，本議案で任用が
提案されている“土木司属僚”は 治水費用の区定のために府県ごとに 2，3名ずつ派遣される「治水ノ術ニ熟
練セル」職員 で，その職務の内容および勤務の形態が異なる。また，もちろんこれは，「治水策要領」第 1項
で掲げられているところの，「土木司大少佑，大少令史ノ二三員ヲ一伍ト為」す土木司巡視班とも別物である。 
 　こうして「治水策要領」および附帯の建議における職員に関する規定を整理して見ると，明治 3年 11月の
治水に関する土木司の建策のなかでは，土木司（中央）から府県に派遣され地方官と協力して治水関係の特定
事務に携わる職員（団）として，a．「地方官とともに各地方の堤防の要修繕箇所を巡視し，旧慣にとらわれず
に工事の細大を区別する」事務に当たる，土木司の大少佑，大少令史 2，3名一組で構成される土木司巡視班，
b．治水費用の区定のために府県ごとに 2，3名ずつ派遣される「治水ノ術ニ熟練セル」土木司属僚のふたつが，
一方日常的に河川を巡視し地方官と協力しながら水量観測業務や河川管理業務に従事するいわば“地つき”の
職員として，c．土木司検査掛（検査官員）と d．堤防看守員（看守職員）のふたつが提案されていることが
わかる。a．は各河川各工事箇所の工事方針作成の出発点としての「工事の細大を区別する」事務に当たる一
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時的な存在で，b．もまた治水費用区定事務が終了するまでの期間限定的な存在として想定されているのに対し，
c．と d．は，恒久的な職員のイメージである。 
 ※ 37　ということは，官費証書の有無ではなく，工事規模の大小を工費の負担区分の基準とするということである。 
 ※ 38　民部省土木司は，本建議において，旧幕府の弥縫的な治水政策を，「平年無事ナレハ予防ニ怠タリ，目前ノ
費用ヲ吝ミテ異日ノ患ヲ顧ミス，一朝洪水驟ニ至リ，堤ヲ決シ壩ヲ崩シ，田畝ヲ漂没シ禾稼ヲ沈䐭スルニ䋻ヒ，
又タ僅ニ補理ヲ加フルニ止マル，故ニ随テ築ケハ随テ壊レ，工費巨万ニシテ民力罄竭セリ」と批判している。
旧幕府は治水に関して「溝洫ノ制」を無視し「耐久ノ方策」を設けなかったと土木司はいうのであるが，ここ
で述べられている「溝洫ノ制」も「耐久ノ方策」もあくまであらかじめ日照りや洪水に備えるための，すなわ
ち災害を起こさない（あるいは軽減する）ための方策と位置づけられているところに注意する必要がある。洲
渚の疏決にしても堤防の修築にしても治水の工事は災害予防に本旨があることを本建議において土木司は強調
している。 
 4．次に取り上げるのは「地勢水理ヲ経画スルノ議」である。これは，治水に関する施設方法の要領を，
川䰵の浚濬，堤防の修築 ※39 ，溝渠の鑿開，沙洲の疏決，土砂の遮遏の 5つにまとめ，そのそれぞ
れについて詳しく述べたものである。いわば治水とは何か ― 「治水ノ術ノ要」 ― を総括的に示
した文書といえる。ここでもまた上と同様に建議の全文を掲げる ※40 。 
 地勢水理ヲ経画スルノ議 ニ曰ク，古来治水ノ術ヲ論スル者固トニ多シ，而シテ其ノ要ヲ挙レハ
川䰵ヲ浚濬シ，堤防ヲ修築シ，溝渠ヲ鑿開シ，沙洲ヲ疏決シ，土砂ヲ遮遏スルノ五事ニ出テ
ス，凡ソ此ノ五者ハ毎歳藩県農隙ヲ以テ貧困浮食ノ窮民ヲ募集シ，其ノ地勢ノ高低水流ノ緩急
ヲ審量シテ以テ土功ニ従事シ，歳月ヲ積テ之ヲ経営シ，時ニ応シ宜シキヲ制セハ，則チ其ノ害
ヤ日ニ除キ其ノ利ヤ日ニ興ラン，今マ此ニ施設方法ノ要領ヲ挙ンニ， 第一 ，汽船一艘ヲ以テ土
砂ヲ搬撤スル歳計ハ凡ソ九万歩立法積ト為ス，蓋シ一年日数凡ソ三百六十日ヲ三分シ，一分即
チ一百二十日ヲ以テ輟業ニ当テ之ヲ扣除シ，二分即チ二百四十日ヲ以テ汽船ヲ運用スル者ト予
算シ，一艘ノ歳費概計金七千五百両ト為ス，利根川，江戸川等ノ大川ハ其ノ中央ハ深サ六尺ヲ
疏濬シ，一里ノ歩積ハ二十一万六千歩立法積ト為ス，即チ汽船二艘有半ヲ以テ一年間ニ一里ヲ
疏濬ス可シ，蓋シ利根川ノ水路ハ関宿ヨリ分流シ，其ノ一派ハ布川，佐原ヲ過キテ銚子口ニ至
リ海ニ入ル，凡ソ二十三里，其ノ一派ノ江戸川ハ流山，松戸，行徳ヲ経テ海ニ入ル，凡ソ十七
里，合計四十里ト為ス，今マ其ノ半ヲ減シ凡ソ二十里ヲ疏濬スレハ則チ汽船五艘ニシテ十年間
ノ功程ト為ス，是レ宜ク此ノ各川ノ利害ノ関渉スル郡村ヲ糾合シテ其ノ費用ヲ賦課スヘシ，蓋
シ全国ノ河川ノ数ハ実ニ僂挙ス可カラスト雖モ，汽船ノ機械ヲ使用シテ疏濬スルニ堪ル者ハ唯
タ僅ニ各大川ノ下流ニ過キス，故ニ其ノ他ハ郡村ノ石額ニ応シ毎一百石ニ丁夫五十人ヲ科発シ，
水害ノ有無ニ関セス毎歳春間ニ各川ヲ疏濬セシム可キナリ，従来治水ノ工事ヲ挙行スルニハ村
里ノ石額毎一百石ニ村役ト称スル丁夫五十人ヲ科発シ，又タ別ニ賃米ヲ支給スル丁夫五十人ヲ
科発シ，及ヒ長サ九尺以下ノ木材䮒ニ工事ニ使用スル物料ヲ供納セシムルノ例規ナルモ，今後
ハ悉ク廃止シテ可ナリ，抑モ堤防ノ潰決スル後ニ遽ニ修治センヨリハ寧ロ未然ニ扞防スルノ愈
ルニ若カス，且ツ捕魚ノ為メニ水中ニ簗 等ヲ張設スルヲ厳禁ス可シ，此ノ類ハ水勢ヲ阻碍シ
テ竟ニ大害ヲ致ス者タリ，故ニ旧幕府モ亦タ厳ニ之ヲ禁止セリ，今後検査掛若シ違犯者有ルヲ
認メハ地方官ヲシテ之カ責ニ任セシメサル可カラス，但タ撒網，䯑網ヲ以テ魚類ヲ捕フル如キ
ハ此ノ限ニ在ラス，是レ川䰵ヲ疏濬スルノ方法ナリ， 第二 ，毎歳春間ニ丁夫ヲ科発シテ堤防ヲ
修築セシメ，堤上ニ廠屋ヲ架設シ，糾合村里ノ石額ニ派賦シテ治水ニ要用ノ物料ヲ供出セシメ，
歳歳ニ新陳換易シテ廠屋内ニ貯峙シ，水害無キ歳ニハ之ヲ移シテ堤防ヲ増築シ，堤腹ニハ水楊
細竹ノ類ヲ栽ヘ，且ツ厳ニ堤脚ニ耕作スルヲ禁止シ，堤背ニハ杉榿ノ類ヲ植ヘ，其ノ成長スル
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ニ及テハ之ヲ治河ノ木材ニ供用ス，是レ堤防ヲ増築スルノ方法ナリ， 第三 ，凡ソ溝渠ヲ開通ス
ルニハ精ク其ノ地形ヲ測量シ利害得失ヲ明判シ，而ル後ニ其ノ工事ヲ挙行ス可シ，若シ廬舎ヲ
夷毀シ，田園ヲ潰廃スル等人民ノ怨嗟ヲ招ク可キ者ハ強ヒテ之ヲ施為セサルヲ要ス，凡ソ分水
スルニ宜シキ土地有ラハ，其ノ従前ノ築堤ノ費用ト田地被害ノ損失トヲ比較シ審ニ得失ヲ量リ
以テ工事ヲ経始ス可シ，若シ夫レ巨巌ヲ撃砕シ，大石ヲ転移スル等ノ処所ハ必ス機械ヲ施用シ，
且ツ其ノ技術ヲ村民ニ伝授スル等敢テ収功ヲ近小ニ求メス務メテ成績ヲ遠大ニ期スルヲ要ス，
土功竣成ノ後ニ至リ，新田ヲ墾闢ス可キ処所ハ民ヲ募リテ耕作セシメ以テ其ノ費用ヲ填償ス，
是レ溝渠ヲ開通スルノ方法ナリ， 第四 ，彼ノ流作地 流作地トハ河水漲泛スレハ輒チ作毛ヲ流亡スル地
所ヲ云フ ノ如キ其ノ初メ村民恣マニ堤内 ※41 ニ家屋ヲ構造シ，或ハ田圃ヲ墾開シ，而シテ偶マ水
害無キニ会ヘハ漸次ニ聚落ヲ成シ，洲地ハ変シテ耕地ト為リ，遂ニ撤除ス可カラサルニ至ル，
是レ治水ノ大患ナリ，今後厳ニ之ヲ禁止ス可シ，是レ沙洲ヲ疏決スルノ方法ナリ。 第五 ，河川
ノ水源並ニ沿岸地ノ林樹ヲ剪伐スルハ是カ為メニ土砂ヲ鬆脆ナラシメ，常ニ崩頽シ易ク雨水流
盪シテ水路ニ填塞スルヲ致ス，故ニ其ノ剪伐ヲ禁防スルヲ緊要ト為ス，蓋シ山巒澗谷ノ土砂ハ
雨水ノ之ヲ擁流シ去ルハ是レ必然ノ勢ニシテ本ト防遏スルニ難キ者タリト雖モ，務メテ水源及
ヒ沿河ノ山巒濶谷ニ竹木ヲ栽植シテ鬆土ヲ牢固ナラシメ，或ハ柵ヲ結ヒ棚ヲ架シテ頽土ヲ遮遏
セハ，則チ亦タ能ク其ノ患害ヲ扞防スルニ足ル，是レ土砂ヲ遮遏スルノ方法ナリ，以上ノ五事
ハ最モ治水ノ急務ト為ス，故ニ先ツ此ノ規画ヲ立テ以テ興利ノ方策ヲ設ク可シ，而シテ其ノ興
利ノ方策ニモ亦タ三事有リ，即チ閘版ヲ作リ，池塘ヲ設ケ，器用ヲ講スル是ナリ，第一，閘版
ヲ作ルノ方法ハ多ク支渠ヲ開通シテ閘口ニ石版ヲ挿サミ，旱䕛ニハ之ヲ閉テ灌漑ニ供シ，霖䰳
ニハ之ヲ開テ水勢ヲ殺クニ在リ，是レ併セテ舟楫漕運ノ利ヲ興スヲ得ン，第二，池塘ヲ設ルノ
方法ハ澗谷若クハ磽䉯ノ土地ニ池塘ヲ鑿築シテ雨水ヲ瀦蓄シ以テ灌漑ニ備フルニ在リ，第三，
器用ヲ講スルノ方法ハ大ヒニ水理ノ学術ヲ開興シ，広ク機械ノ用法ヲ研究スルニ在リ，此ノ三
事ハ決シテ其ノ一ヲ闕ク可カラス，時ニ随ヒ機ニ応シ以テ之ヲ施設ス可シ，但タ此等ノ方法ヲ
創ムルノ要ハ実ニ其ノ人ヲ得ルニ在ルノミ。
 ※ 39　治水に関する施設方法の要領の第二の強調点が堤防の修築
0 0
であって，堤防の築造
0 0
（新規築堤）ではないこと
に注意する必要がある。建議の本文を見れば明らかであるが，治水に関する施設方法の要領の第二は，まず堤
防の修築
0 0
（既存の堤防の修理）に力点を置いており，堤防の築造
0 0
（新規築堤）に関しては水害がなかった年に
限り修築用の資材を使って堤防の増築をすると述べるに過ぎない。これは，この時期の政府の河川改修政策の
重心が低水工事（川䰵の浚濬，水源の砂防など）に置かれ，新規築堤（高水工事）の優先順位が低かったこと
に由来するものである（本建議においても治水に関する施設方法の要領の第一は川䰵の浚濬である）。尚，政
府の河川改修政策が低水工事優先から高水工事を骨格とするものへと転換したのは，明治 30年代である（参照，
栗原東洋『治山治水行政史研究の一試論』，総理府資源調査会地域計画部会，1955年 2月，とくに第 3章，第 4章，
第 5章）。 
 ※ 40　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，134 ― 136頁。尚，番号部分は見やすいように太字ゴチックにした。 
 ※ 41　ここは流作地について規定しているのであるから，“堤内”ではなく，“堤外”の誤りであると思われる。 
 4 ― 2．「地勢水理ヲ経画スルノ議」は，治水に関する施設方法の要領を，川䰵の浚濬（河道の浚渫等），
堤防の修築，溝渠の鑿開（分水），沙洲の疏決，土砂の遮遏（砂防）の 5つにまとめ，そのそれぞ
れにつきどのような方法で実施していくのかを述べたものである ※42 。以下では，その 5つをひと
つひとつ取り上げ解説する。 
 　まず，治水に関する施設方法の要領の第一，「川䰵ヲ疏濬スルノ方法」について。本建議は，「川
䰵ヲ疏濬スルノ方法」として，《川䰵の浚濬》と《水勢を阻碍するものの河川への設置の禁止》の
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ふたつを挙げている。前者，《川䰵の浚濬》に関しては，利根川，江戸川等の大川の下流部分とそ
の他の河川とを分けて，大川の下流部分については蒸気船による疏濬を，その他の河川については
人力による疏濬を提案している ※43 。蒸気船による疏濬の内容は次のようなものである。すなわち
土木司は，大川の下流部の中央を深さ 6尺ほど疏濬するものとしてこれについて蒸気船 2艘半で 1
年に 1里が可能と計算する。この計算によれば，利根川と江戸川の下流部 20里の疏濬は蒸気船 5
艘を用いて 10年の功程となる。そして蒸気船による疏濬の費用は，疏濬により利益を得る郡村が
負担するとする（「宜ク此ノ各川ノ利害ノ関渉スル郡村ヲ糾合シテ其ノ費用ヲ賦課スヘシ」）。一方，
大川の下流部を除くその他の河川については，郡村の石額に応じて科発された人足による疏濬を提
案している（「郡村ノ石額ニ応シ毎一百石ニ丁夫五十人ヲ科発シ，水害ノ有無ニ関セス毎歳春間ニ
各川ヲ疏濬セシム可キナリ」） ※44 。次に，《水勢を阻碍するものの河川への設置の禁止》であるが，
これについては，捕魚のために水中に簗やえりなどを設置することを禁止し，検査掛と地方官をし
て違反者の取り締まりに当たらせるとする ※45 。 
 　第二，「堤防ヲ増築スルノ方法」 ※46 。「堤防ヲ増築スルノ方法」では，堤防の修築と増築，堤防の
保全の諸方法について述べる。堤防の修築については，毎年の農耕期前に堤防の修築を行なわしめ
るとする（「毎歳春間ニ丁夫ヲ科発シテ堤防ヲ修築セシメ［ル］」）。その際に用いる物料は各村里か
ら供出させるものとし，それら供出資材の貯蔵場所として堤上に小屋を立てること，また工事資材
に関し毎年の新陳換易を行なうことを規定する（「堤上ニ廠屋ヲ架設シ，糾合村里ノ石額ニ派賦シ
テ治水ニ要用ノ物料ヲ供出セシメ，歳歳ニ新陳換易シテ廠屋内ニ貯峙［ス］」） ※47 。堤防の増築は，
水害のなかった年に貯蔵資材を使用してこれを行なうとする ※48 。堤防の保全法としては，堤腹へ
の水楊細竹類の植付け，堤腹堤脚侵耕の禁止，堤背への杉榿類の植付けの 3つを挙げている ※49 。
堤腹への水楊細竹類の植付けは堤防の基礎部分の強化（「根固め」）を図るためのものである。堤背
への杉榿類の植付けは，堤腹への水楊細竹類の植付け措置とともに，水害防備林の形成を意図する
ものと捉えられる。また，植えつけられた杉榿類は治水資材として利用することも謳われている。 
 　第三，「溝渠ヲ開通スルノ方法」。溝渠鑿開については，まず精細な地形測量にもとづく利害得失
の判断を慎重に行ない，然るのちに工事にかかるという一般的手続きを掲げる。とくに分水工事に
ついては，精細な測量を行ない，さらに《従前の堤防維持の費用および洪水による田地の被害》と《分
水工事にかかる費用および分水後に得られる新田開発の利益》とを比較衡量したうえで工事に移る
べしとしている。さらに難工事には必ず機械を用いること，そして機械を用いた場合にはその工事
技術の村民への伝授にも意を用いることが説かれ，竣功後の新田開発による工事費用の補填にも指
摘が及んでいる。 
 　第四，「沙洲ヲ疏決スルノ方法」。本建議は，沙洲の疏決に関する具体的な規定として，堤防より
河道側の流作地（洲地）への家屋の建造の禁止，同所での田圃の墾開の禁止を掲げる。これは治水
上必要な措置としての沙洲の疏決を阻む要因の出来をあらかじめ防ごうとする意図に発するもので
ある。すなわち，流作地（洲地）への家屋の建造や田圃の墾開は漸次に集落の形成をもたらす。も
し集落が出来上がってしまった場合，治水上の必要性からその洲地を疏決しようとしても，それは
住民の立ち退きをともなうことから，疏決工事の実施は困難を極めることになる。これは治水にとっ
て大患である。そこでそのようなことにならないようにあらかじめ上記の禁止規定を設ける，とい
うのである。 
 　第五，「土砂ヲ遮遏スルノ方法」。治水に関する施設方法の要領の第五は砂防の方法を述べる。砂
防は，川䰵の浚濬と並んで，明治初期の河川改修政策（水害予防政策）の中心を占めるものであっ
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た。土木司がここに掲げる砂防の手法は，①水源ならびに沿岸地の林樹の剪伐の禁防，②同所への
竹木の栽植，③土砂流出防止のための柵や棚の設置である。「河川ノ水源並ニ沿岸地ノ林樹ヲ剪伐
スルハ是カ為メニ土砂ヲ鬆脆ナラシメ，常ニ崩頽シ易ク雨水流盪シテ水路ニ填塞スルヲ致ス」から
「其ノ剪伐ヲ禁防スルヲ緊要ト為ス」 ※50 ，「山巒澗谷ノ土砂ハ雨水ノ之ヲ擁流シ去ルハ是レ必然ノ勢」
であるが「務メテ水源及ヒ沿河ノ山巒濶谷ニ竹木ヲ栽植シテ鬆土ヲ牢固ナラシメ，或ハ柵ヲ結ヒ棚
ヲ架シテ頽土ヲ遮遏セハ，則チ亦タ能ク其ノ患害ヲ扞防スルニ足ル」，これが砂防に関する土木司
の基本姿勢であった。ところで，ここで語られているのはいわゆる山腹砂防（治山）である。すな
わち，ここには治水（水害防除）のためには治山（山腹砂防）が必須であるという認識が見られる
のである。民部省土木司は淀川筋の治水のために明治 3年 11月に木津川流域の土砂留工事調査を
行ない，砂防を主内容とする「山々開拓ニ付土砂ノ溢漏ヲ防キ其他兀山及川添山々等樹木下草伐採
方ヲ定ム」（明治 4辛未年正月，民部省第 2）（前掲）を発出した。本建議に掲げられている治水に
関する施設方法の要領の第五「土砂ヲ遮遏スルノ方法」は，同時期のこうした調査や規則の発令な
ど実地の動きと内容的に連動するものであった。 
 　土木司の認識では，以上の 5つが「最モ治水ノ急務ト為ス」ところのものであった。それゆえ土
木司はまずこれら 5つに関して実施の計画を立てることが重要であるとした。しかし，土木司の
建議はそこにとどまらなかった。土木司の建議はさらに進んで興利の方策の設置にも触れている。
治水の施設方法 5つに関し実施の計画を立てたうえで設けられるべき興利の方策とは何か。それ
は，①水害防除と舟運の振興などを目的とする支渠の開通と閘門の設置，②灌漑用のため池の築造，
③治水・水利に有用な知識と技術の振興であった。とくにここでは，治水策（水害予防策）との関
連において，「水理ノ学術」の開興と「機械ノ用法」の研究が唱道されていることに注目しておき
たい。これは，治水・水利に有用な知識と技術の研究（またそれらの知識や技術を習得した人材の
養成，輩出）が災害対策（災害予防策）のメニューのなかに入ってきたことを意味するものである。 
 ※ 42　治水工事を災害予防の河川工事と読み替えると，要するに，それは，浚渫，堤防修築，分水，砂洲の疏決，
砂防の 5種類から成るという理解が本建議において示されている。 
 ※ 43　《川䰵の浚濬》であるが，これは建議文中に《川䰵の浚濬》の意義について「抑モ堤防ノ潰決スル後ニ遽ニ
修治センヨリハ寧ロ未然ニ扞防スルノ愈ルニ若カス」と書かれていることからもわかるように，川底を浚って
洪水流を流し下し，もって堤防の決壊や田畑への氾濫を防ぐための措置と位置づけられていた。つまり，《川
䰵の浚濬》は，舟運の便の確保という水利のための措置であるだけでなく，洪水流を流し下すための措置（災
害予防措置）としても認識されていたのである。 
 ※ 44 　「治水策要領」第 3項および第 4項の一部がこの部分に対応する。ただし科発する丁夫（人足）の人数に違
いがある（本建議では「郡村ノ石額ニ応シ毎一百石ニ丁夫五十人」となっているが，「治水策要領」第 3項で
は「石額毎一百石ニ丁夫七十五人」である）。 
 ※ 45 　「治水策要領」第 7項，「治水条目」第 5条がこの部分に対応する。 
 ※ 46 　本項の ※ 39 を参照せよ。 
 ※ 47　「治水策要領」第 3項，同第 4項がこの部分に対応する。 
 ※ 48　「治水策要領」同第 4項がこの部分に対応する。 
 ※ 49　「治水策要領」第 8項，同第 10項，「治水条目」第 3条，同第 6条がこの部分に対応する。 
 ※ 50　この提案は「山々開拓ニ付土砂ノ溢漏ヲ防キ其他兀山及川添山々等樹木下草伐採方ヲ定ム」（明治 4辛未年
正月，民部省第 2）に反映されている（とくにその第 5条）。 
 5．三番目は「土木工事ヲ挙行スルノ議」である。これは，堤防修繕等土木工事の施行に際しての
土木司と地方官それぞれの役割（管掌事項）および両者の関係のあり方について，土木司が自らの
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意見を具申したものである。ここでもまた全文を掲げるところから始める ※51 。 
 土木工事ヲ挙行スルノ議 ニ曰ク，土木ノ工事ヲ挙行スルニハ地方官ト土木司トノ管掌スル部分
ヲ判別セサレハ則チ常ニ必ス扞格ヲ生セントス，故ニ私情ヲ去リ公義ヲ執リ，務メテ疑事ヲ講
明スルヲ要ス，我カ民部省ノ章程ニ於テ，府藩県ノ土木ノ工事ヲ稟候スル有レハ其ノ可否ヲ審
議シ府藩県ニ委任シテ之ヲ施行セシムルノ明文有リ，是レ即チ地方官先ツ丁程方図ヲ按定シ，
民部省其ノ可否ヲ判決シ，而シテ地方官之ヲ施行スル者トス，然ルニ其ノ可否タル実地ニ臨ミ
テ点検スルニ非サレハ則チ得テ判定ス可カラス，又タ専ラ其ノ工事ノ挙行ヲ地方官ニ委任シ土
木司絶エテ之ニ関係セサレハ，則チ工事ノ精粗ト水勢ノ変遷トヲ瞭知スルヲ得ス，且ツ成功ノ
後ニ至テモ其ノ利害得失ヲ併セテ弁識スルヲ得ス，是レ豈ニ僅ニ旧制ヲ取捨シテ以テ地方官ニ
専委シ其ノ施為ノ巧拙ヲ検覈セスシテ可ナランヤ，宜ク我カ民部省ノ章程中時宜ニ応シ吏員ヲ
派差スルノ明文ニ依拠シ土木司其ノ工事ニ䊿監シ，或ハ之ヲ董督スヘシ，然ルニ地方官往往之
ヲ喜ハス，是レ其ノ多ク扞格ヲ来タス所以ナリ，故ヲ以テ凡ソ土木ノ工事ハ悉ク民部省ニ具申
セシメ，而シテ其ノ工事ノ細大ヲ区別シ，大破潰ノ処所ニ係ル者，若クハ管轄交錯ノ処所ニ係
ル者ハ最初計較ヲ為ス時ニ方リテ土木司之ニ眼同シ，終始地方官ト協勠シテ挙行セシムルヲ要
ス，否ラサレハ則チ徒ラニ煩労ヲ重ネ時機ヲ失フノミナラス，旋ヤ復タ破潰ニ遭ヒ之ヲ補理ス
ルノ費用亦タ少小ナラス，但タ支渠細溝及ヒ橋梁等ノ修繕ニ至テハ臨時ノ工事ヲ除クノ外土木
司点検シテ地方官ニ委任シ，而シテ土木司時ニ之ヲ視察セン，若シ夫レ非常ノ水害ニシテ少時
モ緩過ス可カラサル者ハ其ノ工事ノ細大ヲ論セス地方官先ツ常備金ヲ支用シテ修繕ニ著手シ，
而ル後ニ民部省ニ具申セシム，此ノ如クナレハ則チ時機ヲ愆マル無ク，又タ其ノ施行ヲ碍クル
無カル可キナリ。 
 ※ 51　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，136頁。 
 5 ― 2．「土木工事ヲ挙行スルノ議」は，工事の実施過程における地方官と民部省土木司との関係，別
の言い方をすれば工事の実施過程への土木司の関与の仕方について，土木司が問題点を総括し，そ
のあるべき姿を論じたものである。 
 　まず工事の実施過程における問題点の指摘の部分から，建議を要約し，解説する。本建議はその
冒頭で，「土木ノ工事ヲ挙行スルニハ地方官ト土木司トノ管掌スル部分ヲ判別セ［スンハアラス］」
と主張する。どうしてそうしなければいけないのか。それはそうしなければ地方官と土木司との間
に常に必ず
0 0 0 0
扞格が生じるからである。“扞格”とは互いに拒み合い他を排除せんとする傾向のことで，
土木司はこの傾向がとくに地方官の側に見られるとする。すなわち土木司は，工事過程における地
方官側の土木司排除の姿勢を問題にしているのである。問題状況に関するこのような指摘のうえに，
土木司は，土木工事において「地方官ト土木司トノ管掌スル部分ヲ判別」し，もって工事の実施過
程における両者の関係を明定することが必要であると述べる。これは工事過程への土木司の関与を
規定上確実のものとすることを主張するものである。本建議の主題はここに存する。 
 　土木工事の実施過程における地方官と民部省土木司との関係に現われた問題点について，今少し
具体的に説明する。当時土木工事の実施手続きを定めた規定としては，明治 2年 7月制定の「民部
省規則」があった ※52 。「民部省規則」は，その第 7条において，「堤防橋梁道路等土木ノ事怠ル可
ラス府藩県管轄地所修繕ノ儀伺出候ハヽ可否詮議ノ上府藩県ニ委任施行ス可シ」と定めていた。こ
れは土木工事の実施の手続きを，①地方官による工程方図の按定→（稟候）→②民部省「其ノ可否
ヲ判決」→（工事の施行の地方官への委任）→③地方官による工事の施行とするものであった。し
かるに，土木司によれば，この手続きには実施上注意しなければならない点があった。すなわち，
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地方官が稟候してきた工事（工程方図）の可否を民部省が判決するといっても，民部省として実地
検分を行なわないではそれを適切にはなし得ないし，また，可とされた工事についてこれを専ら地
方官に委任して民部省土木司がそれに一切関係をもたないというのでは，民部省がその工事の精粗
を確認することもできず，工事の結果水勢がどのように変わったか知ることもできないため不都合
である，また竣功後の利害得失の精確な把握も覚束ない。規定の実施にかかわるこのような注意点
を押さえるならば，土木司が地方官の施為の巧拙を検覈することが不可欠となる。そしてそのため
には土木司が掛員を地方に派遣して，その者に工事の監督をさせることがどうしても必要となる。
しかし，地方官には土木司の工事の臨監董督を忌避する傾向があり，もって現在は地方官と土木司
との間に“扞格”が生じている，と。そこで，土木司は土木工事の実施過程への同司の関与を規定
上確実にしようと考え，改めて工事手続きを明定することを求めたのである。 
 　本建議において提示されている工事手続きは，工事の大小緩急により 3つに分類された次のよう
なものである。 
 ①通常の場合（すなわち非常水害時の緊急工事を除き）すべての土木工事について，工事を挙行せ
んとする場合は地方官をして民部省に具申せしめる。 
 ②具申を受けた民部省は「其ノ工事ノ細大ヲ区別」し，詮議のうえ，工事挙行の可否を判定する。 
 （可とされた案件のうち，） 
 ③大破壊の箇所や工事箇所の管轄が入り組んでいる場合については，まず工事計画を立てる段階か
ら土木司係員が出張して地方官とともに現地確認をし，工事に入ってからも終始地方官と協力して
監督に当たる。 
 ④支渠細溝および橋梁の修繕など小工事の場合は，土木司が工事計画を点検して，施行については
これを地方官に委任し，土木司は時々工事の視察に訪れる。 
 （もし非常の水害が発生し緊急の補修工事が必要となったときには，） 
 ⑤工事の大小に拘りなく地方官が自らの判断で常備金を用いて修繕に着手し，民部省へは事後に届
け出る。 
 　本建議で土木司が提案した工事手続き（上記）は，土木工事全般に対する土木司の統制を，とく
に工事過程における地方官への統制の強化を規定する。土木司（民部省）はかくのごとき統制の強
化により，不要不急の工事を排除するとともに，工事の質を確保し，工費の節約を実現することを
ねらったのであった。 
 ※ 52　「民部省規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 674）（井上洋『明治前期の災害対策法令』（近刊）に収録）。 
 6．四番目は「検査官員ヲ設置スルノ議」である。これは，日常的な河川の巡視業務（日常的な河
川管理の実施方）に当たる職員として民部省土木司中に検査官員（「検査掛ノ官員」）を置くことを
提言し，該検査官員の職務の実施要領を述べたものである。まず建議の全文を掲げる ※53 。 
 検査官員ヲ設置スルノ議 ニ曰ク，治水ノ要務ハ予メ其ノ害ヲ未発ニ防クニ在リ，故ニ無事ノ日
ニ当リテ溝䰵ヲ疏浚シ，堤防ヲ修築シ，水流ヲ分導スル等総テ治水ノ常法ヲ施行セシムルヲ要
ス，然リト雖モ管轄交錯セル土地，或ハ彼此便宜ヲ異ニスル土地ノ如キハ専ラ地方官ニ其ノ工
事ヲ委任シ難キ者有リ，故ニ専掌官員ヲ設ケサル可カラス，且ツ夫レ水利ヲ治ムルニハ平素
河川ノ地形ト水勢トヲ洞知スルニ非サレハ則チ其ノ挙工ノ可否ヲ決シ修治ノ方策ヲ定ムル能ハ
ス，故ニ水路ヲ区分シテ検査掛ノ官員ヲ設ク可シ，其ノ方法タル凡ソ二十里程ヲ二員ノ担当部
分ト為シ，民部省之ヲ監督シ，其ノ担当部分ニ於テ法則ノ能ク行ハレ治水ノ功績ノ顕著ナル者
ハ必ス褒奨ヲ加ヘ，之ニ反スル者ハ必ス貶黜ヲ施コス，此ノ方法一タヒ立テハ各自淬励シテ事
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功能ク挙カリ，而シテ地方官ト扞格スルノ宿患ヲ絶ツヲ得ン，又タ日後ノ弊害ヲ防ク為メニ其
ノ工事ノ挙行ハ之ヲ別人ニ委付シ，検査官員ハ唯タ常ニ方図ヲ按定シ法則ヲ履行スルノミヲ主
務ト為シ以テ地方官ト協勠セシムルヲ要ス，此ノ主務ヲ実施スル要領九件有リ，其一ハ月次ニ
治水ノ方図ヲ建白シ，其二ハ毎歳ニ水路ヲ疏浚シ及ヒ堤防ヲ増築シ，其三ハ水流ヲ沮碍スル捕
魚ノ簗 ヲ設ルヲ禁止シ，其四ハ堤防ノ内外ニ竹木ヲ挿植シ，其五ハ従前ノ工費ヲ計査シテ将
来ノ工費ヲ額定シ，其六ハ流作地ニ関スル禁令ヲ施行シ，其七ハ堤上ニ廠屋ヲ架構シテ供用物
料ヲ貯蓄シ，其八ハ水勢ノ変遷ヲ按検シ，其九ハ量水標ヲ樹テ水量ノ深浅ト水勢ノ強弱トヲ視
測スル即チ是ナリ，此ノ各件ハ総テ地方官ト商議シテ之ヲ施行セシム。 
 ※ 53　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，136 ― 137頁。 
 6 ― 2．「検査官員ヲ設置スルノ議」は，その冒頭，「治水ノ要務ハ予メ其ノ害ヲ未発ニ防クニ在リ」
と述べる。すなわち，治水で重要なのは水害が生じないように予防措置を講じておくことであると
いうのである。これは治水における災害予防の観点の重要性を確認したものであるが，この「治水
ノ要務」を能く果たすために是非とも設置せられねばならないのが検査官員（「検査掛ノ官員」）で
ある。以下，検査官員を設けるべき事情，検査官員の置き方およびその主務，検査官員の主務の実
施要領の順で本建議を解説する。 
 　まず検査官員を設けるべき事情から述べる。水害を未発に防ぐという「治水ノ要務」の達成のた
めには，「無事ノ日ニ当リテ溝䰵ヲ疏浚シ，堤防ヲ修築シ，水流ヲ分導スル等総テ治水ノ常法ヲ施
行セシムル」ことが必要である。しかるに，管轄が交錯した土地や彼我の利害が対立する土地など
については，溝䰵の疏浚，堤防の修築，水流の分導等治水の常法の施行に当たり関係村里間の利害
調整など難しい問題があるため，工事を地方官に完全に委任するというわけにはいかない。また，
工事の可否を判定し，工事の方針を決定するに際しても，平素からその河川の地形や水勢などを熟
知していなければ，適切な判断は下し得ない。かくして，地方官に委任し難い業務や日常的な観測
業務を専掌する職員が河川ごとに必要ということになる。これが検査掛の官員を設けるべき事情で
ある。 
 　次に検査官員の置き方およびその主務について述べる。建議中「水路ヲ区分シテ検査掛ノ官員ヲ
設ク可シ」，「凡ソ二十里程ヲ二員ノ担当部分ト為シ，民部省之ヲ監督［ス］」とあるように，河川
ごとにおよそ 20里の担当区間を設けそこに 2名の検査官員を配置する，検査官員は民部省がこれ
を監督するというのが検査官員に関する基本的な制度である。検査官員は工事方針の按定と法規の
施行のみを主務とし，工事の施行はその任務としない（工事の施行は別人に委付する）。さらに検
査官員には地方官と協力してその主務の履行に当たることが求められている。 
 　最後に，検査官員がその主務を実施するに際して最も重要な点（「此ノ主務ヲ実施スル要領」）
が 9つ挙げられている。それは以下のようである。①治水の方策の建白（毎月），②水路の疏浚お
よび堤防の増築（毎年），③水流を阻碍する捕魚のための仕掛けの設置の禁止，④堤防の内外への
竹木の挿植，⑤工費の算定，⑥流作地に関する禁令 ※54 の施行，⑦堤上への廠屋の架構と供用物料
の貯蓄，⑧「水勢ノ変遷ヲ按検［ス］」ること，⑨量水標の設置と水深・流量等の観測。 このうち
③には「治水条目」第 5条が，④には同じく第 3条が，⑤には第 4条と第 9条が，⑥には第 2条が，
⑨には第 1条がそれぞれ（完全にではないにしても）対応する。検査官員の主務には治水に関する“法
則の履行”が掲げられているが，こうして見ると「治水条目」こそ検査官員が履行すべき法則であ
ることがわかる ※55 。 
 ※ 54　「地勢水理ヲ経画スルノ議」の第 4を参照（上掲）。 
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 ※ 55　検査官員の主務の実施要領と「治水策要領」との対応関係は次の通りである。③には「治水策要領」第 7項が，
④には同じく第 8項が，⑤には第 5項と第 13項が，⑥には第 9項が，⑦には第 4項がそれぞれ対応する。 
 6 ― 3．「検査官員ヲ設置スルノ議」は，水害を未発に防ぐという「治水ノ要務」を掲げ，その要務達
成のために行なうべき具体的事務を「此ノ主務ヲ実施スル要領」において規定する（上述）。これ
はいわば当時考えられていた災害予防事務のカタログを提示したものと解することができる。その
カタログを見てみると，水路の疏浚および堤防の増築，水流を阻碍する捕魚のための仕掛けの設置
の禁止，水害防備林の形成，河川観測（水勢の変遷，流量，水深等の観測）などが確認できる。こ
こではとくに災害予防事務のカタログのなかに河川観測（水勢の変遷，流量，水深等の観測）事務
が顔を出していることに注目したい。水量の観測などはそれまでも実地においてなされていたけれ
ども，災害対策事務のカタログのなかに観測事務が明示的に書き込まれたのは，本稿で取り扱っ
た資料のなかではこれが初めてである。明治 3年 11月の土木司建策において観測事務 ※56 と研究事
務 ※57 が災害予防事務のなかに明示的に位置づけられることになったのである。 
 ※ 56　観測事務については，「地形，水勢ヲ審知スルノ議」（後掲）を参照のこと。 
 ※ 57　「地勢水理ヲ経画スルノ議」（前掲）の解説部分を参照のこと。 
 7．五番目は「看守職員ヲ設置スルノ議」である。看守職員（「堤防ノ看守員」）は検査官員同様日
常的な河川管理事務を担うべきもので，「治水条目」中第 8条の「隄防締役」がこれに相当する。
本建議についてもまた全文を掲げる ※58 。 
 看守職員ヲ設置スルノ議 ニ曰ク，已ニ検査官ヲ設クルモ亦タ別ニ細瑣ノ事務ヲ掌理スル者ヲ置
カサル可カラス，故ニ郡村ヨリ堤防ノ看守員ヲ選抜シ，俸米ヲ支給シテ之ヲ地方官ニ隷シ，凡
ソ二里程若クハ三里程ヲ以テ一員ノ担当部分ト為シ，標榜ヲ樹テ経界ヲ正シ，法則ニ遵フテ水
理ヲ按検シ，詳明ニ録取シテ毎月土木司ノ検査官ニ申報シ，若シ別ニ意見有ラハ又タ之ヲ開稟
セシメ，検査官之ヲ地方官ニ通知シ，地方官ヲシテ郡村ニ告示セシム，今マ試ミニ関東諸国河
川ノ堤防ノ里数ヲ概計スルニ，利根川凡ソ三十里，権現堂川凡ソ三里，赤堀川凡ソ一里，江
戸川凡ソ十四里，玉川凡ソ十里，渡良瀬川凡ソ十里，鬼怒川凡ソ十七里，小貝川凡ソ十五里，
荒川凡ソ二十里，酒匂川凡ソ七里，通計一百二十七里ニシテ，両岸ノ堤防ヲ合計スレハ凡ソ
二百五十四里ト為シ，此ニ配当スル看守員凡ソ一百二十五員，一員ノ俸米ヲ平均三石ト算シ，
三百七十五石ト為ス，但タ各藩ノ管轄地ニ属スル堤防ハ藩租ヲ以テ支給セシム，是レ大略ヲ挙
ルノミ，尚ホ其ノ制規ヲ立定シ，各自ノ勤惰ヲ視察シテ以テ之ヲ黜陟シ，或ハ俸給ヲ増減ス，
諸国大河ノ官費修繕ニ属スルモ亦タ漸次ニ此ノ法則ヲ施行スルヲ要ス。 
 ※ 58　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，137頁。 
 7 ― 2．「看守職員ヲ設置スルノ議」について，以下，看守職員を設けるべき事情，看守職員の選抜と
配置，看守職員の職務の順で解説する ※59 。 
 　本建議は，看守職員を設けるべき事情について，検査官員を設置しても尚これとは別に河川管理
事務における「細瑣ノ事項ヲ掌理スル者」が必要であるからと述べる。看守職員は郡村より選抜さ
れて河川の堤防の二里ないし三里を担当区間として受けもち，俸米を支給され地方官に隷するもの
とされる。看守職員の職務は，標榜を立てて河川の分界を限り，水路を按検して河川の状況を詳記
した報告書を作成しそれを土木司検査掛に提出することである。看守職員は河川の管理状況につい
て検査掛に意見を提出する権限ももち，看守職員の報告と意見は検査掛から地方官に通知され，地
方官によって村里に告示される仕組みである ※60 。 
 ※ 59　本建議は「治水策要領」第 12項に対応する。 
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 ※ 60　本建議においては，関東諸国河川への看守職員の配置が例示的に計算されている。そのうえで，「諸国大河
ノ官費修繕ニ属スルモ亦タ漸次ニ
0 0 0
此ノ法則ヲ施行スルヲ要ス」と書かれている。すなわち，本建議の提出時に
おいて土木司は看守職員の配置を必ずしも全国一斉の措置としては考えておらず，重要河川から漸次的に導入
すべきものと考えていたのである。本建議ののちに発布された「治水条目」の第 8条では本建議の看守職員に
相当する「隄防締役」の導入に地域的限定も段階的規定もなく，同条は「隄防締役」の全国一斉の導入を定め
たものと読めるが，土木司としては看守職員に関し重要河川からの漸次的配置を運用上現実的なものと考えて
いたのであろう。 
 8．「治水策要領」に付された 6本の建議の最後は，「地形，水勢ヲ審知スルノ議」である ※61 。これ
は看守職員が行なうべき地形や水勢に関する調査観測の細目を論じたものである。 
 地形，水勢ヲ審知スルノ議 ニ曰ク，河川ヲ測量シテ其ノ地形ト水勢トヲ審知スルハ即チ治水ノ
大本ニシテ，分導ノ方策モ是ニ由テ生スル者トス，故ニ其ノ測量ハ極メテ精密ナルヲ要ス，然
ラサレハ則チ必ス歳月ノ労力ヲ徒費セシムルニ至ラントス，凡ソ水勢ハ四時ニ変転シ，地形モ
亦タ随テ遷易ス，故ニ測量地図ヲ録製セハ之ヲ看守員ニ付シ，各自ノ担当部分ヲ限画シテ終歳
ノ晴雨，水路ノ転移，堤防ノ形状等ヲ詳悉ニ表記シテ検査官ニ送致セシメ，検査官之ヲ測量所
ニ付シテ校正セシメ，而シテ民部省ニ呈進シ以テ審ニ地形ト水勢トヲ知ルノ用ニ供ス，此ノ表
記ノ体式ハ上額ノ第一欄ニ朔ヨリ晦マテノ日数ヲ列記シ，第二欄以下ノ欄内ニハ雨，風，水，淵，
瀬，堤，屋等ヲ填記シ，第一欄ノ記日ノ行下ニ就キ雨ニハ某前某刻ニ降リ某時某刻ニ霽レ甚若
クハ微ト記シ，風ニハ方位ト強弱トヲ記シ，水ニハ幾尺ノ増若クハ減ト記シ，淵及ヒ瀬ニハ淤
浅陥深及ヒ転遷ヲ記シ，堤ニハ毀潰ノ大小広狭ヲ記シ，屋ニハ漂流䐭没ノ戸数ヲ記スル等一覧
瞭然ナラシムルヲ要ス。 
 ※ 61　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，137頁。 
 8 ― 2．本建議は，地形および水勢の測量，調査，観測こそ「治水ノ大本」であるとして，河川に関
する調査観測事務の重要性を確認するところから始まる（「河川ヲ測量シテ其ノ地形ト水勢トヲ審
知スルハ即チ治水ノ大本」）。以下，建議の流れに沿い，観測態勢と観測結果の取り扱い，調査観測
の項目の順で解説する。 
 　まず観測態勢であるが，水勢は四季を通じて変化し，水勢の変転にともなって地形も変わるので，
各河川に配置された看守職員をして通年の観測を行なわしめるとする。看守職員には測量地図を付
与し，看守職員は担当区間の晴雨，水路の遷易，堤防の形状などを詳しく調査，観測し，記録する。
そして記録したものを一覧表にして土木司検査官に送る。土木司検査官はその観測記録を測量所に
回して地図を校正させ，校正された地図を民部省に提出する。民部省（土木司）はこのようにして
各河川の毎年の地形と水勢の変化を詳細に把握し，もって治水の基礎資料とする。これが本建議で
提示されている河川の観測態勢と観測結果の取り扱いである。 
 　調査観測の項目については調査表の体式を提示するかたちで詳細に述べられている。看守職員は
「雨，風，水，淵，瀬，堤，屋等」について観測，調査するとされており，雨については降り始め
の時刻と上がった時刻，雨勢などを観測，記録する。風については風向きと風の強さを観測，記録
する。これらふたつは気象観測である。水については河川の水量の増減を観測，記録する。これは
水量観測である。淵と瀬については淤浅陥深（洲や浅瀬，淵）の状況とその転遷を調査し記録する。
これは河川状況調査といえる。そして堤については堤防破損の大小広狭を，屋については家屋被害
（家屋の流出や水没）を調査し，記録する。これらふたつは災害の発生状況調査（水害調査） ※62 と
まとめられる。かくして，看守職員は気象や水量の観測と，河川の状況や災害の発生状況の調査を
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受け持つこととされたのである。全国各河川に看守職員の配置がなされれば民部省（土木司）はこ
れらの治水（災害予防）の基礎情報を毎年得られる―このような態勢の構築が本建議においてもく
ろまれたのであった ※63 ※64 。 
 ※ 62　水害調査に関しては，明治 4年 12月の「改定水理堤防条目」第 5条により水害についての集計表の提出が
各府県に義務づけられ（「水理堤防条目ヲ改定ス」，明治 4辛未年 12月 2日，太政官第 631），明治 5年 4月に
大蔵省からその集計表の様式が頒示された（「水害及堤防官舎総計表査点様式」，明治 5壬申年 4月 14日，大
蔵省第 57号）。 
 ※ 63　「治水策要領」に付された 6本の建議のなかの「検査官員ヲ設置スルノ議」，「看守職員ヲ設置スルノ議」，「地
形，水勢ヲ審知スルノ議」の 3つによって，検査官員と看守職員を設けて全国の河川に配置し，彼らに各種調
査観測事務を行わせることが企図された。明治 3年 11月土木司はその建策のなかで，治水（災害予防）の基
礎情報を毎年次得ることを目的として河川観測態勢の整備構想を立てたのである。 
 ※64　「治水策要領」の提出後程なく，外国人技師による河川の流量調査や河川測量が開始された。イギリス人技師R・
H・ブラントン Richard Henry Bruntonが信濃川河口の測量調査を命じられて同河口で流量実測を行なったの
は明治 4年 5月 4日（知野泰明・大熊孝「R. H. ブラントンの活躍の概況―滞在年表―」，『土木史研究』，第 11
号，1991年 6月，385頁），また，オランダ人技師 I・A・リンド Isaac Anne Lindoが利根川，江戸川沿川の水
準測量を行なったのは明治 5年 7月から 11月にかけてであった（島崎武雄・市川幸男「明治 5年（1872）の
オランダ人お雇い技師リンドによる水準測量旅行と堀江 Y. P. 水準標石設置」，『土木史研究　論文集』，第 26巻，
2007年 6月，85頁）。 
 （この項，次号に続く。） 
